2016年11月25日～26日
南スーダンＰＫＯ、参院本会議、ＴＰＰ、年金法強行、沖縄、会期延長、政局、政治資金、社説
PKO派遣差し止め提訴へ　自衛隊員の母、札幌地裁

共同通信2016/11/25 19:14

　南スーダン国連平和維持活動（PKO）への自衛隊の派遣は違憲として、北海道に住む女性が派遣差し止めを求めて札幌地裁に提訴することが25日、分かった。原告側弁護団が明らかにした。提訴は30日の予定。

　弁護団によると、原告は自衛隊員の息子がいる50代の女性。自衛隊の派遣で精神的苦痛を受けたとして慰謝料20万円も求める。

　安全保障関連法に基づき、武装集団に襲われた国連職員らを救出する「駆け付け警護」が可能になったことを踏まえ、原告側は「他国民の救出を目的とすることから、他国防衛で違憲だ。派遣により原告らの平和的生存権が侵害されている」などと主張する方針。

自衛官の母、国提訴へ　「南スーダン派遣は違憲」
朝日新聞デジタル坂東慎一郎2016年11月25日23時10分
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に陸上自衛隊を派遣するのは違憲だとして、陸上自衛官の息子がいる北海道千歳市の５０代女性が任務差し止めを国に求める訴訟を３０日に札幌地裁に起こす。平和的生存権を侵害され精神的苦痛を受けたとして２０万円の国家賠償も求める。原告の代理人弁護士が２５日、明らかにした。
　原告は、実名でない「平和子（たいらかずこ）」と名乗り、安全保障関連法に反対する活動を続ける女性。次男が陸自東千歳駐屯地に勤務している。
　訴状では、ＰＫＯ協力法は憲法９条に反していると指摘。安全保障関連法に基づき、新たに「駆けつけ警護」の任務が付与されたことにも触れ、武器使用を許容しているのは違憲だと主張する。
　弁護団は「安保法制で南スーダン派遣の違憲性はいっそう明確になった。家族の思いを裁判所にくんでもらいたい」と話している。（坂東慎一郎）
安保法反対のデモ妨害＝暴行容疑、右翼５人送検－警視庁
　安全保障関連法に反対するデモの参加者に暴行したとして、警視庁公安部は２５日、暴行容疑で右翼団体の構成員ら５人を書類送検した。５人は東京都、神奈川県、静岡県に住む１９～６１歳の男で、いずれも容疑を認めているという。
　送検容疑は昨年１２月６日、東京都中央区八重洲を行進していたデモの先頭で街宣車２台を急停車し、デモを先導中の車に急ブレーキをかけさせ、荷台に乗っていた６人を大きく揺さぶった疑い。
　公安部によると、デモは大学生グループ「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」と「安全保障関連法に反対する学者の会」が開いた。主催者側は警視庁の事情聴取に応じず、被害届を出さなかった。（時事通信2016/11/25-18:36）
南スーダン「和平合意維持されず」　ＰＫＯ軍司令官代理
朝日新聞デジタルジュバ＝渡辺丘2016年11月26日05時07分

ジュバで朝日新聞の取材に答える国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）の楊超英・軍司令官代理＝渡辺丘撮影
　国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）の楊超英・軍司令官代理が２４日、首都ジュバで朝日新聞の取材に応じ、南スーダンの大統領派と前副大統領派の対立について「和平合意が維持されているとは言えない」と述べた。陸上自衛隊が活動するジュバの治安状況は「予測不可能で非常に不安定」とするなど、厳しい情勢認識を示した。
　両派による７月の大規模戦闘について、国連は平和維持活動（ＰＫＯ）部隊が対応に「失敗」したとし、ケニア出身の軍司令官を更迭した。後任は未定で、副司令官だった中国出身の楊氏が約１万３千人のＰＫＯ部隊を統括する。
　楊氏は、両派が昨年８月に和平合意した後も、各地で散発的な戦闘が続いていると指摘。「武装勢力がジュバに侵入して治安部隊を攻撃するといった戦闘の可能性を排除できない。７月も平穏に見えたが、戦闘が突然始まった」と語った。
　日本政府が、武装勢力から襲撃されたＮＧＯ要員らを保護する「駆けつけ警護」の新任務を自衛隊に付与したことについて、楊氏は「国連は各部隊の制約をできるだけ減らし、任務を完全に実行できることを望む。司令官の指揮下で実行される」と述べた。ただ、諸外国より武器使用基準が厳しいとされる自衛隊の施設部隊の制約は「考慮される」との見方を示した。
　日本政府は南スーダンの現状について「紛争当事者となりうる、国家に準ずる組織は存在していない」として、前副大統領派をＰＫＯ参加５原則が定義する「紛争当事者」と認めていない。
　７月の戦闘では、ＵＮＭＩＳＳ…【続きあり】
「駆けつけ警護」英訳不要　政府、ローマ字で表記 
日経新聞2016/11/25 20:15
　駆けつけ警護の英訳は「kaketsuke―keigo」――。政府は25日の閣議で、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する自衛隊に付与した新任務について「英訳を作成する必要があるとは考えていない」とする答弁書を決定した。公式文書の英訳はローマ字で表記し、かっこ書きで内容を説明している。
　民進党の逢坂誠二氏は質問書で「国連や諸外国の関係機関から誤解を招きかねず、現地で活動する自衛官の生命に危険を与えかねない」と批判した。
　駆けつけ警護は、離れた場所にいる国連職員らを助ける任務を名付けた通称。こうした任務は、外国では軍隊の行動として珍しくないとされる。日本ではこれまで憲法９条が禁じる「武力行使」に当たる可能性が指摘され、その是非が長年議論になってきた経緯がある。
カケツケ ケイゴ　政府回答「英訳は不要」

東京新聞2016年11月25日 夕刊
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　政府は２５日の閣議で、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）派遣部隊に付与された安全保障関連法上の新任務「駆け付け警護」について、英訳の必要はないとする答弁書を決定した。現在は対外的に文書で説明する際、ローマ字で「ｋａｋｅｔｓｕｋｅ－ｋｅｉｇｏ」と表記している。

　民進党の逢坂誠二衆院議員が提出した質問主意書への答弁書。

　逢坂氏は、駆け付け警護に関して「日本国内だけで通用する曖昧な概念」と指摘。英訳がないことで「国連などから誤解を招きかねず、現地で活動する自衛官の生命に危険を与えかねない」と懸念を示し、政府の対応をただした。

　これに対し、答弁書では駆け付け警護の内容を安保法の条文に沿って記述した上で、「曖昧な概念であるという指摘は当たらない」と反論した。

しんぶん赤旗2016年11月26日(土)

木更津は米戦略の一翼　斉藤氏、オスプレイ整備批判　衆院決算委
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（写真）質問する斉藤和子議員＝21日、衆院決算行監委


　日本共産党の斉藤和子議員は２１日の衆院決算行政監視委員会で、自衛隊木更津駐屯地（千葉県）で来年１月から運用開始予定のオスプレイ定期機体整備について質問し、同駐屯地が整備面でも米軍の世界戦略の一翼を担うことになるという重大な問題が浮き彫りになりました。

　斉藤氏の質問に防衛省は、米海兵隊普天間基地（沖縄県）配備の２４機を念頭に(1)米軍オスプレイは５年に１回定期整備が義務付けられている(2)１機あたりの整備期間は３～４カ月、年間５～１０機程度(3)日本での定期整備は初めて―だと明らかにしました。

　斉藤氏は「オスプレイは日本以外で整備を受けていた。沖縄の負担軽減ではなく、新たな負担の押しつけだ」と批判しました。

　同駐屯地は、日米地位協定にもとづく米軍管理の日米共同使用基地ですが、米軍が駐留していない航空施設が日米共同の基地として指定されているのは木更津だけです。その背景には、米軍が同駐屯地を「不可欠」な基地と位置付けてきた歴史的経緯があることも明らかになりました。

　斉藤氏は、同駐屯地で定期整備を行う富士重工業が契約した相手は、グアムからペルシャ湾にいたる米海軍、海兵隊機の整備を行う西太平洋艦隊即応センター（ＦＲＣＷＰ）だと指摘し、「訓練だけでなく整備でも日米一体化を進める重大な問題だ」と批判。木更津市が求める協定締結も住民説明会も行われていないことを指摘。運用開始はやめ、オスプレイ配備を撤回するよう求めました。

防衛省、初の通信衛星打ち上げへ…Ｘバンド対応

読売新聞2016年11月25日 22時19分

　防衛省は２５日、大容量のデータを安定的に送受信できる周波数帯域「Ｘバンド」に対応した通信衛星を、来年１月２４日に鹿児島県の種子島宇宙センターから打ち上げると発表した。

　同省初の通信衛星で、２０２０年度末までに計３機打ち上げる。通信方式が異なる陸海空の各自衛隊が相互に通信できるシステムを導入し、自衛隊の統合的な運用に役立てる。

　同型の衛星は、米英がすでに保有しているが、日本はこれまで、ＣＳ放送会社の同型衛星３機に自衛隊用の通信中継器を搭載してもらっており、通信量に制限があった。中国の海洋進出への対応など、自衛隊による海外展開が増えていることを受けて、同省は、通信態勢の充実が必要と判断、独自開発に踏み切った。【続きあり】
防衛省　独自の通信衛星、１月２４日打ち上げ
毎日新聞2016年11月25日 22時00分(最終更新 11月25日 22時00分)
　防衛省は２５日、自衛隊の部隊運用に使う独自の通信衛星を来年１月２４日に種子島宇宙センター（鹿児島県）からＨ２Ａロケットに載せて打ち上げると発表した。同省の衛星運用は初めてで、情報量が拡大し、陸海空の別の部隊間での直接通信も可能になる。 
　打ち上げるのはＸバンド通信衛星「きらめき２号」。今年７月に同１号を打ち上げる予定だったが、輸送コンテナの損傷で衛星も傷ついたため延期。２号の打ち上げを先行し、１号は２０１８年に南米から打ち上げる。 
　２０年度末までに３基打ち上げる。これまで衛星による自衛隊の指揮・統制や情報通信は民間衛星３機を利用していたが、自前に切り替え、軍事専用の周波数を用いて高速化や大容量化を実現する。３基の総経費は約２３００億円。【村尾哲】 
防衛省、独自衛星打ち上げ　17年１月に部隊間の通信用 
日経新聞2016/11/25 20:47
　防衛省は25日、自衛隊の部隊運用に使うＸバンド防衛通信衛星「きらめき２号」を2017年１月24日に種子島宇宙センター（鹿児島県）から打ち上げると発表した。三菱重工業のＨ２Ａロケットに載せる。防衛省専用の衛星を運用するのは初めて。これまで部隊の指揮統制・情報通信に使う重要な衛星も民間のものを利用していた。
　陸海空の各部隊間での直接通信が円滑になり、高速・大容量のやりとりができる。例えば、北朝鮮の弾道ミサイル発射警戒時などの情報伝達が早くなる。陸上自衛隊を派遣する南スーダンなど国外からの通信能力も向上する。
　現在、Ｘバンド防衛通信衛星として民間衛星３基を使っているが、そのうち２基が設計上の寿命を迎えている。防衛省独自の衛星は20年度末までに計３基の運用をめざす。今年７月に「きらめき１号」を打ち上げる予定だったが、輸送中に損傷が発生したため18年３～９月に延期。２号を先に打ち上げる。
日中の防衛当局 １年５か月ぶりに事務レベル協議
ＮＨＫ11月25日 19時08分
日中両国の防衛当局は、海上や空での偶発的な衝突を避けるための「連絡メカニズム」をめぐって、２５日に東京都内でおよそ１年５か月ぶりに事務レベルの協議を行い、早期の運用開始を目指して、協議を継続していくことなどを確認しました。
日中両国は、ことし９月に広島市で、海洋問題を話し合う実務者協議を行い、海上や空での偶発的な衝突を避けるための「連絡メカニズム」をめぐって、協議を加速させるとともに、次回の実務者協議を中国で行うことなどを確認しています。
これを受けて、日中の防衛当局は２５日、東京都内でおよそ１年５か月ぶりに「連絡メカニズム」に関する事務レベルの協議を開催し、協議は、外交当局の関係者も出席して、およそ３時間半にわたって行われました。
日本政府は、沖縄県の尖閣諸島周辺などで中国の活動が活発化していることから、早期に「連絡メカニズム」の運用を開始したいとしており、今回の協議では、双方の立場について理解を深めるとともに、事務レベルで協議を継続していくことを確認しました。
民進憲法調査会長「解散権の縮小議論」 
日経新聞2016/11/25 19:28
　民進党の枝野幸男憲法調査会長は25日の同調査会の会合で、憲法改正論議について「解散権や違憲立法審査権などは改正を視野に入れ、我々としても議論、検討をしっかりやっていく」と述べた。24日の衆院憲法審査会で枝野氏は、内閣不信任決議の可決などを伴わない憲法７条（天皇の国事行為）に基づく衆院解散は禁止が「合理的」として縮小すべきだとの考えを示している。
　枝野氏は「我々としてここなら変えるべきじゃないかということをさらに絞り込みを進めていく。各党にもきちんと声をかけていきたい」と各党に議論を呼びかけた。
しんぶん赤旗2016年11月26日(土)

日本外交、経済政策の切り替えを　横浜　志位委員長が訴え　野党共闘の前進、共産党躍進で

　総選挙での勝利と「第２７回党大会成功をめざす党勢拡大大運動」を必ず成功させようと、日本共産党神奈川県委員会は２５日、志位和夫委員長を迎えた演説会を横浜市で開きました。会場の関内ホールは満席。「日本の政治の新しい時代」が始まるもとで、世界の動きを大きくとらえながら、野党と市民の共闘の発展、日本共産党の躍進を必ず勝ち取ろうと志位氏が訴えると、随所で盛大な拍手と声援がわき起こりました。
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（写真）志位和夫委員長の訴えを聞く演説会参加者＝２５日、横浜市


　次期総選挙をたたかう畑野君枝衆院議員ら小選挙区候補が紹介されました。あいさつした弁護士の太田伊早子さんは日本共産党に期待を寄せました。

　志位氏は冒頭、「いまの日本の情勢を全体としてどうとらえるか」と問いかけ、「安倍自公政権とその補完勢力に野党と市民の共闘が対決する、日本の政治の新しい時代が始まった」と強調。安倍暴走政治に対抗する新しい市民運動の発展と、日本共産党の国政・地方選挙での躍進が、「新しい時代」を開く力となったと語りました。

　総選挙で、野党と市民の共闘をさらに発展させ、日本共産党の躍進を勝ち取るという二つの大目標をやりとげ、「安倍政権を倒し、野党連合政権に向けて大きな一歩を踏み出す選挙にしよう」と熱く訴えました。

　そのうえで、志位氏は「いま日本の政治の大きな切り替えが求められています」と訴え、まず「日本外交の切り替え」について語りました。

　安保法制＝戦争法が本格的な運用段階に入り、南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）での自衛隊への新任務付与によって、「殺し殺される」最初のケースになる危険が切迫しています。志位氏は、自衛隊を撤退させ、非軍事の支援に転換することこそ必要だと述べ、戦争法の廃止を訴えました。

　「日本外交はどうあるべきか」と問いかけた志位氏は、二つの切り替えを提起しました。

　第１は、軍事対応一本やりから、憲法９条を生かした平和外交へ切り替えることです。北東アジアには緊張と紛争の火種が存在するが、外交的・平和的手段での解決しかないとして、日本共産党が世界の現実に学んで提案した「北東アジア平和協力構想」を紹介しました。

　第２は、アメリカ言いなりから自主独立の外交への切り替えです。１０月の国連総会第１委員会（軍縮・国際安全保障問題）で、核兵器禁止条約について交渉する国連の会議を来年に招集するとした決議案が採択され、「核兵器のない世界」に向けた画期的な動きが起きていると強調しました。

　その上で「世界の構造変化」が起こり、世界のすべての国ぐにが対等・平等の資格で世界政治の主人公になっているのに、安倍政権はこの変化が見えず、米国のどう喝に屈して決議案に反対したことを「戦争被爆国にあるまじき対応」だと批判｡｢帰趨（きすう）を決めるのは世界の世論と運動です。『ヒバクシャ国際署名』を世界で数億の規模で集めましょう」と呼びかけました。

　志位氏はさらに、「経済政策の切り替え」――「格差と貧困をただす経済民主主義の改革を実現しよう」と呼びかけました｡

　志位氏は、「アベノミクス」が格差と貧困の拡大をいっそう深刻にしたと指摘し、日本の格差問題を「富裕層への富の集中」「中間層の疲弊と衰退」「貧困層の拡大」という三つの視点から告発しました。

　その上で、格差と貧困をただし、中間層を豊かにしていくことを国の基本政策にすえ、▽能力に応じて負担する公正・公平な税制▽社会保障、若者、子育て中心の予算▽８時間働けばふつうに暮らせる社会▽大企業と中小企業、大都市と地方などの格差を是正―の四つの改革を提案し、縦横に語りました。

　志位氏は「欧米でも、格差・貧困の是正、平和を求める新しい社会変革の動きが起こっている」と、ギリシャ、ポルトガル、スペイン、イギリス、アメリカなどで起こっている変化をリアルに紹介。「世界の動きは、いま日本で発展しつつある野党と市民の共闘と響き合うものになっています。世界の本流に立っているという確信をもって、この道を切り開こう」と訴えると、大きな拍手が鳴り響きました。

　２０１７年に党創立９５周年を迎える日本共産党の歴史について、戦前の天皇制の専制政治・暗黒政治、戦後の旧ソ連などによる覇権主義、「日本共産党を除く」という「オール与党」体制との三つのたたかいに決着をつけたと指摘。「日本共産党を除く」という反共作戦は、最悪の「反国民作戦」となり、それに反対する「一点共闘」、悪政を国民的に包囲する流れが広がり、野党と市民の共闘を生み出して、「日本共産党を除く」という壁が過去のものになったと語りました。

　志位氏は、５年後の党創立１００周年に向けて、「９５年のたたかいを経てつかんだ成果、到達点に立って、野党と市民の共闘――新しい統一戦線を発展させ、安倍政権を打倒し、野党連合政権に挑戦しよう」と熱く訴え。「日本共産党が草の根で国民と結びつき、強く大きな党をつくることが野党と市民の共闘への最大の貢献です。日本共産党に入党されることを心から訴えます」と呼びかけると、盛大な拍手が沸き起こりました。
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ＴＰＰ　原発輸出固執　参院本会議・井上氏　首相ただす
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（写真）質問する井上哲士議員＝２５日、参院本会議


　日本共産党の井上哲士議員は２５日の参院本会議で質問にたち、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）、日ロ領土交渉、原発輸出の問題をただしました。安倍晋三首相はＴＰＰや原発輸出を推進に固執する答弁に終始しました。

〈ＴＰＰとトランプ氏〉

　井上氏は、ＴＰＰからの脱退を公約に掲げたトランプ氏が米次期大統領に当選した背景に、多国籍企業の横暴による格差と貧困の拡大などがあることを指摘。「今求められているのは、グローバル化のもとで、多国籍企業の利益優先により現に引き起こされている格差や不平等の解消のために、国際社会で何をなすべきか話し合い、実行することだ」と強調｡｢首相があくまでもＴＰＰに固執し、米国をＴＰＰにつなぎとめようとするならば、２国間自由貿易協定（ＦＴＡ）にしてもＴＰＰの再交渉にしても、日本自ら米国に有利で、より日本に不利な『不平等条約』を米国に求めることになる」と警鐘を鳴らしました。

　安倍首相は「ＴＰＰの意義を米国に粘り強く訴え続ける」と、引き続きＴＰＰを進める姿勢を鮮明にしました。

〈日ロ領土交渉〉

　井上氏は、安倍氏とプーチン・ロ大統領との首脳会談（１９日）にふれ、「協議された『共同経済活動』が日ロの領土の画定をあいまいにしたものならば、領土問題の真の解決に逆行する無原則な取引であり、重大な禍根を残す」と批判。旧ソ連のスターリンによる横暴がサンフランシスコ平和条約に持ち込まれたことを指摘し、「戦後処理の原則であった『領土不拡大』という国際的な道理に立ち戻って是正することが求められる」と主張しました。

　安倍首相は「従来の政府の立場に何ら変更はない」と述べるにとどまりました。

〈原発輸出〉

　井上氏は、ベトナム南部での原子力発電所建設計画が白紙撤回されたことに言及。原発輸出政策の中止を求めました。安倍首相は「原子力に関わる国際協力は相手国と安全優先で取り組む」と述べ、原発輸出に固執しました。

首相、ＴＰＰ早期成立の必要性訴え　参院本会議 
日経新聞2016/11/25 10:57
　安倍晋三首相は25日午前の参院本会議で、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）承認案について、改めて早期成立の必要性を訴えた。「自由貿易を深化させたいのか後退させたいのか、日本の外交理念が問われている」と指摘。「速やかにＴＰＰを承認することで固い決意を世界に発信し、ＴＰＰの意義を米国に粘り強く訴え続けたい」と述べ、ＴＰＰ離脱を唱えるトランプ次期米大統領の翻意を促す考えを示した。
　米ニューヨークでのトランプ氏との会談に関しては「次期大統領があたかも大統領のようにふるまうことは米国の国益にマイナスとの認識に立ち、現職の大統領への敬意を示していた」と語った。「信頼できる指導者と確信できる会談だった」と強調した。
　ロシアが北方領土の択捉島と国後島に地対艦ミサイルを配備したことには「外交ルートを通じて、我が国の立場と相いれず、遺憾である旨を申し入れた」と表明した。領土交渉に関しては「日ロ双方にウィンウィンの形で進めるのが何より重要な視点だ」と強調した。
産経新聞2016.11.25 11:48更新 
【ＴＰＰ】安倍晋三首相「ＴＰＰの意義を米国に粘り強く訴える」

参院本会議で答弁する安倍晋三首相＝２５日午前、国会（斎藤良雄撮影）
　安倍晋三首相は２５日午前の参院本会議で、トランプ次期米大統領が環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）からの離脱方針を表明したことについて「国会に速やかに協定を承認いただき、その基盤の上に立ってＴＰＰの意義を米国に粘り強く訴え続けたい」と述べた。
　首相は「米国が政権移行期にあり、世界的に保護主義の懸念が高まっている今こそ、ぶれてはならない」と述べ、ＴＰＰ承認案と関連法案の今国会の成立の必要性を改めて強調した。
　北方領土問題を含むロシアとの平和条約締結交渉に関連し、来月に山口県で予定されるロシアのプーチン大統領との会談については「たった１回の首脳会談で解決できるような、そう簡単な問題ではない。一歩一歩、着実に進めていく」と述べた。ロシア軍が北方領土の択捉島と国後島に新型ミサイルを配備したことに関しては「外交ルートを通じ、わが国の立場と相いれず、遺憾である旨を伝えた」と述べた。
　２５日の参院本会議では、首相が米ニューヨークでのトランプ氏との会談や、ペルーでのアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議の成果などについて報告。各党による質疑が行われた。
ＴＰＰ国会承認 首相「トランプ氏の翻意促すため迅速に」
ＮＨＫ11月25日 13時45分
安倍総理大臣は参議院本会議で、アメリカのトランプ次期大統領が就任初日にＴＰＰ協定からの離脱を表明する考えを示したことについて、トランプ氏の翻意を促すためにも、日本では速やかに承認すべきだという考えを強調しました。また、ロシアの国防省が北方領土に新型の地対艦ミサイルシステムを配備したことは日本の立場と相いれず遺憾だとして、ロシア側に申し入れたことを明らかにしました。
この中で、安倍総理大臣は、アメリカのトランプ次期大統領が就任初日にＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定からの離脱を表明する考えを示したことについて、「自由で公正な経済圏という旗を、日本までもが降ろしてしまったら、自由貿易の深化はそこで終わってしまう。アメリカが政権移行期にあり、世界的に保護主義の懸念が高まり、動揺が広がる今こそ、ぶれてはならず、速やかにＴＰＰを承認することで固い決意を世界に発信し、ＴＰＰの意義をアメリカに粘り強く訴えていきたい」と述べました。
また、日米同盟について、「アメリカの前方展開プレゼンスは、日本のみならず地域の平和と安定を確保し、同時にそれはアメリカの権益を守ることにつながっていく。アジア太平洋地域の安全保障環境が一層厳しさを増す中、日米双方が利益を享受していることの理解を得ることが重要だ」と述べました。
一方、安倍総理大臣は、ペルーでのロシアのプーチン大統領との会談について、「来月の山口訪問を見据えながら、８項目の経済協力の、今後の具体的な作業計画に合意し、平和条約に向けた協議をさらに前進させていくことを確認した」と述べました。
そのうえで、「日ロ平和条約の問題は、戦後７０年以上たっても未解決であり、簡単な問題ではない。私自身がプーチン大統領と直接やり取りし、一歩一歩、着実に前に進めていく。北方四島の将来の発展について、日本とロシアが双方にとってウィンウィンの形で進めていくことが何よりも重要な視点であり、経済を含め、日ロ関係全体を双方がひ益する形で発展させていく中で、平和条約交渉も前進を図っていくことが必要だ」と述べました。
また、安倍総理大臣は、ロシアの国防省が北方領土に新型の地対艦ミサイルシステムを配備したことについて、「北方四島は、わが国の固有の領土だ。これら北方四島におけるロシア軍によるミサイル配備を通じた軍備の増強は、外交ルートを通じて、わが国の立場と相いれず、遺憾である旨、申し入れた」と述べました。
一方、中国が南シナ海で海洋進出を強めていることを念頭に、「南シナ海における、力を背景とした一方的な現状変更の試みは決して認めることはできない。トランプ次期政権の政権移行チームに対し、アジア太平洋地域への関与を継続することの重要性を訴えていく」と述べました。
ＴＰＰ承認で中央公聴会 トランプ氏の離脱発言めぐり意見
ＮＨＫ11月25日 16時43分
ＴＰＰ協定の国会承認を求める議案などを審議している参議院の特別委員会は、中央公聴会を開きました。アメリカのトランプ次期大統領が、ＴＰＰ協定からの離脱を表明する考えを示したことをめぐり、公述人からは、「日本の成長戦略の要であり、まずはほかの参加国で国内手続きを進めるべきだ」という意見が出された一方、「国会承認するための合理的な理由はなくなった」として、審議をやめるべきだという指摘が出されました。
この中で、アメリカのトランプ次期大統領が、就任初日に、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定からの離脱を表明する考えを示したことをめぐり、自民党と公明党が推薦した経団連の根本勝則常務理事は、「ＴＰＰ協定は、人口減少に直面する日本を持続的な成長軌道に乗せるために不可欠で、成長戦略の要だ。トランプ氏の発言は残念だが、まずは、参加各国が国内手続きを進めていくことが、将来への道筋を開くうえで重要だ」と述べました。
民進党が推薦したＮＰＯ法人、アジア太平洋資料センターの内田聖子代表理事は、「トランプ氏の発言などを受けて、ＴＰＰを承認する合理的な理由はなくなった。ＴＰＰを柱と位置づける日本の成長戦略は練り直さなければならない。アメリカの出方を見ながら静観すべきで、国会審議をやめるべきだ」と述べました。
共産党が推薦した横浜国立大学の萩原伸次郎名誉教授は、「アメリカが承認しなければ協定は発効せず、国会で審議する意義は崩壊している。かつては、自由貿易の促進で雇用などを増やしたが、現在、企業は国境を越えて利潤を追求しており、自国の雇用増大にはつながらない」と述べました。
公募で選ばれた医師の住江憲勇氏は、「アメリカ大統領選挙の結果などの情勢の変化や、協定内容に対する十分な情報開示を求める声があったにもかかわらず、衆議院で採決を強行したことは認められない。徹底的に審議すべきで、承認は許されない」と述べました。
経産相 ＴＰＰめぐりトランプ氏の説得続ける考え
ＮＨＫ11月25日 12時27分
アメリカのトランプ次期大統領が、就任初日にＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定からの離脱を表明する考えを明らかにしたことについて、世耕経済産業大臣は閣議のあとの記者会見で、トランプ氏が大統領に就任したあとも、主張を改めるよう説得を続けたいという考えを示しました。
アメリカのトランプ次期大統領は２１日、みずからのウェブサイトで、選挙戦で訴えたとおり、就任初日にＴＰＰ協定からの離脱を表明する考えを示しました。
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これについて、世耕経済産業大臣は閣議のあとの会見で、「ＴＰＰは、発効する前に離脱する手続きは全く定められていない」と述べ、参加１２か国が署名したＴＰＰ協定は、手続き上、発効前の離脱ができないという認識を示しました。
そのうえで、世耕大臣は「トランプ氏はＴＰＰ協定からの離脱を宣言するのだろうが、それによってアメリカがＴＰＰを承認することができなくなるわけではない。だから粘り強く説得を続けていくということだ」と述べて、トランプ氏が大統領に就任したあとも、主張を改めるよう説得を続けたいという考えを示しました。
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ＴＰＰ批准　理由ない　参院特別委中央公聴会　公述人から批判相次ぐ

　参院環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会は２５日、ＴＰＰ承認案と関連法案について中央公聴会を開き、４人の公述人が意見を述べました。米国のトランプ次期大統領がＴＰＰ離脱を表明するもとで「日本がこの国会で批准する合理的な理由はない」（アジア太平洋資料センターの内田聖子代表理事）など、ＴＰＰ批准に固執する政府・与党に厳しい批判が相次ぎました。日本共産党の大門実紀史議員が質問しました。

　内田氏は、世界で自由貿易協定反対の動きが広がっていることについて「自由貿易推進の歴史の失敗を表している」と指摘。自由貿易で多国籍企業は利益をあげたが、市民には還元されず、格差が広がったと強調しました。

　萩原伸次郎横浜国立大学名誉教授は、トランプ氏がＴＰＰ離脱を主張する背景に、北米自由貿易協定で米国内の雇用が失われた苦い経験があると指摘。「自由貿易の促進が雇用の増大につながる保証はどこにもない」と語りました。

　全国保険医団体連合会の住江憲勇会長は「ＴＰＰは日本の公的医療保険制度を切り崩し、国民の生活と権利を損なうものだ」と述べ、ＴＰＰを批准しないよう求めました。

　一方、日本経団連の根本勝則常務理事は「米国がどうなるか最終的に見極めがつくまで、各国は当然批准に向け努力すべきだ。そうでなければ米国に翻意を促すこともできない」と述べました。

年金法案採決を強行＝会期延長、１０日間軸－与党


衆院厚生労働委員会の年金制度改革法案の採決を前に、席上の丹羽秀樹委員長に詰め寄る民進党議員ら＝２５日午後、国会内
　年金給付額を抑制する新たなルール導入を柱とした年金制度改革法案は２５日午後、衆院厚生労働委員会で、与党と日本維新の会の賛成多数で可決された。民進党などが抗議する中、与党が採決を強行した。与党は２９日にも同法案を衆院通過させた上で、今国会での成立に万全を期すため、今月３０日までの会期を１０日間程度延長する方向で検討に入った。与党幹部が２５日、明らかにした。
受給資格を１０年に短縮＝改正年金機能強化法が成立
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案は参院で議決されなくても１２月９日に自然承認となることや、同１５日に日ロ首脳会談が控えていることも踏まえた日程だ。
　ただ、年金法案の参院審議をにらみ、同１８日ごろまで延長する選択肢も残す。安倍晋三首相は２８日、公明党の山口那津男代表と会談し、延長幅を最終判断する。
　自民党の二階俊博幹事長は２５日、首相との会談後、記者団に「延長幅はできるだけ短くと思う。そんなに大幅になるわけではない」と述べた。
　衆院厚労委は２５日午後、首相が出席して質疑を実施。首相は「年金改革法案は、将来の年金水準確保法案であり、世代間の公平性を確保するものだ」と強調した。
　この後、自民党が質疑終局の動議を提出。民進、共産両党が抗議して丹羽秀樹委員長（自民）の席を取り囲む中、与党が採決を押し切った。自民党の田村憲久・同委筆頭理事は記者団に「時間をかけて丁寧にやった」と語った。（時事通信2016/11/25-22:54）
年金法案、与党採決急ぐ＝野党、手詰まり感も
　与党が２５日、年金制度改革法案の採決を強行した。今国会での成立を確実にするため、会期延長前に道筋を付けておく狙いからだ。もっとも、与党の「ごり押し」は、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案の採決に続き２回目。野党の反発は強く、終盤国会の攻防は激しさを増しそうだ。
　「私が言ったことを全く理解していないようなら、何時間やったって同じだ」。安倍晋三首相は２５日の衆院厚生労働委員会で野党議員に向かってこう言い放った。
　制度の内容をいくら説明しても、野党側は年金法案を「年金カット法案」と繰り返し批判。首相からは、議論がかみ合わないことへのいらだちがにじんだ。
　首相は第１次政権時、年金記録漏れ問題を野党から「消えた年金」と追及され、退陣するきっかけとなった。首相としては、「年金問題」で今度は主導権を渡さないとの思いがあるようで、３０日までの今国会会期を延長してでも法案成立を譲らない考えだ。
　今国会にこだわるのは、来夏に公明党が国政選挙並みに重視する東京都議選が控えていることもある。来年の通常国会に持ち越された場合、採決時期が都議選と近接し、野党の批判にさらされかねないからだ。「年金問題が都議選の争点となるのは絶対に避けたい」。公明党関係者はこう強調する。
　公的年金を運用する年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）は２５日、２０１６年７～９月期の運用損益が３四半期ぶりに黒字になったと発表した。くしくも年金法案の委員会採決と同じ日となった。
　「あまりにも強行で乱暴。立法府を軽視した採決だ」。民進党の蓮舫代表は２５日、与党の動きについて記者団にこう語り、厳しく批判した。
　民進党は共産党などとの国会共闘の柱として、ＴＰＰと並び年金法案の成立阻止を掲げる。今国会の会期延長にも反対する方針だ。
　ただ、数の上では与党に劣り、廃案に追い込む具体的な手だては見えないのが現状。民進党内には手詰まり感も漂う。（時事通信2016/11/25-21:13）
年金改革法案　衆院厚労委で可決　賃金に合わせ減額
毎日新聞2016年11月25日 20時49分(最終更新 11月26日 00時20分)
　賃金の下落に合わせて年金支給額を引き下げる新たなルールなどを盛り込んだ年金制度改革関連法案は２５日、衆院厚生労働委員会で自民、公明、日本維新の会の３党の賛成多数で可決された。民進、共産両党は「審議時間が不十分だ」などと採決に反対した。政府・与党は２９日に衆院を通過させ、今国会で成立させる方針だ。 
　同委は午前に参考人質疑、午後に安倍晋三首相出席の質疑などを行った。その後、自民党理事が質疑終局の動議を提出し、採決に踏み切った。民進党や共産党の理事らが丹羽秀樹委員長に詰め寄って抗議した。 
　法案の柱は年金額の抑制で、毎年の年金額改定の新ルールを盛り込んだ。物価が上がって賃金が下がった場合、現在は年金額を据え置いているが、新ルールでは賃金に合わせて減額する。また、物価より賃金の下落幅が大きい場合は物価に合わせているのを改め、賃金に合わせる。２０２１年度施行。 
　さらに、年金額の伸びを賃金や物価の上昇分より１％程度抑える「マクロ経済スライド」を強化。現在は物価上昇時にしか適用しないが、デフレで実施できなかった分は翌年度以降に持ち越し、物価上昇時にまとめて差し引けるようにする。１８年度施行。 
　少子高齢化が進む中、年金額の抑制によって年金財政に余裕ができ、将来の年金水準が低くなりすぎないようにするのが狙い。民進党は「年金カット法案」と批判したが、安倍首相は「将来の年金水準確保法案だ」と反論していた。 
　このほか、従業員５００人以下の企業でも労使合意があれば、月収８．８万円（年収１０６万円）以上で週２０時間以上働くなどの要件を満たしたパート従業員の厚生年金加入を認める。出産前後（出産予定１カ月前から４カ月）の女性の国民年金保険料の免除なども盛り込んだ。この間、保険料を納めた場合と同じ年金額を保障する。また、年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）の重要方針について、外部有識者を含めた合議制で決定するなど組織見直しも行う。【阿部亮介、熊谷豪】 
年金制度改革関連法案のポイント 
　◆年金額改定ルールの見直し 
　物価・賃金下落時に実施しなかった年金額抑制分を上昇時にまとめて抑制するなど「マクロ経済スライド」を強化 
　物価より賃金の下落幅が大きかった場合に賃金に合わせて年金額を下げるなど「賃金・物価スライド」を強化 
　◆厚生年金の対象拡大 
　従業員５００人以下の企業でも労使合意があれば短時間労働者の厚生年金加入が可能に 
　◆出産前後の国民年金保険料 
　出産前後（出産予定の前月から４カ月間）の女性の国民年金保険料を免除。免除期間の国民年金を保障 
　◆年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）の組織見直し 
　外部有識者と理事長で構成し、重要方針を決める合議制の経営委員会を設置し、ガバナンスを強化 
　◆日本年金機構の不要財産返納 
　日本年金機構が使用していない宿舎などを国庫に返納 
年金法案、衆院委で可決　与党は29日通過目指す 
日経新聞2016/11/25 21:50
　年金支給額の上昇を抑える「マクロ経済スライド」を強化する国民年金法改正案は25日の衆院厚生労働委員会で、自民、公明、日本維新の会３党の賛成多数で可決された。与党は29日の衆院通過をめざす。今国会での成立を確実にするため、30日までの会期を延長する方針も確認。延長幅は28日に開く自公党首会談で最終的に決める。


民進党などの委員が委員長席を取り囲むなか、賛成多数で国民年金法改正案を可決した衆院厚労委（25日午後）
　安倍晋三首相は25日の衆院厚労委で、年金法改正案を「将来の年金水準確保のための法案であり、世代間の公平性を確保するものだ」と強調した。首相は採決に先立ち、自民党の二階俊博幹事長と官邸で延長幅を巡って協議した。会期延長は同法案や参院で審議中の環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案など重要法案の成立を確実にする狙いがある。
　ＴＰＰ承認案は憲法の規定で、参院で採決しなくても会期中であれば12月９日に自然成立する。政府・与党は10日間を超える延長を軸に検討を進めている。
　年金法改正案は、現役世代の将来の年金受給水準を維持するため、賃金の変動に合わせて年金額を改定する仕組みを盛り込む。物価が上昇しても賃金が下がることもありうるため、民進党など野党は「年金カット法案」と批判。審議時間が十分ではないと主張し、25日の採決に反発していた。
　民進、共産、自由、社民４党の国会対策委員長は大島理森衆院議長と国会内で会談し、採決が無効だとして、衆院本会議で採決をしないよう求めた。民進党の蓮舫代表は「多くの人が不安に思っている問題だ。あまりにも議会政治を軽視している」と指摘。週明けにも丹羽秀樹衆院厚労委員長（自民）の解任決議案を提出する考えを示唆した。
　共産党の穀田恵二国対委員長は「国民の声を聴かない安倍政権の姿勢は問題だ」と批判した。社民党の又市征治幹事長は「高齢者の生活に重大な影響を与える法案だ」とする談話を発表した。
産経新聞2016.11.25 23:09更新 
【終盤国会】「強行採決反対！」「年金カット反対！」民進、ビラを手に委員長席に詰め寄り、マイク奪い…抵抗の伝統芸
　終盤国会のヤマ場となる年金制度改革法案の採決は、徹底抗戦の民進党議員が委員長席に詰め寄るなど見慣れた光景が繰り広げられた。環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）の承認案などの採決時に続き、今回も「強行採決」として与党を批判するのは、年金が数少ない安倍晋三政権への「攻め所」と踏んでいるからだ。ただ、抵抗に終始する姿勢が世論の支持を得られているとは言い難い。

衆院厚生労働委員会で、年金制度改革関連法案の採決に反対し、丹羽秀樹委員長（中央）の顔を隠す民進党の議員ら＝２５日午後、国会・衆院第１６委員室（斎藤良雄撮影）
　２５日の衆院厚生労働委員会。丹羽秀樹委員長（自民）が年金制度改革法案の討論・採決に移ろうとしたところ、民進党議員らが「強行採決反対！」「年金カット反対！」と書いたビラを持ちながら委員長席に詰め寄った。手にしたビラで丹羽氏の顔を隠して、マイクを早々に奪うなど物理的に抵抗した。
　法案は与党など賛成多数で可決したが、民進、共産、自由、社民の４野党の国対委員長らは採決後、大島理森衆院議長に面会し、週明けの衆院本会議に法案を上程しないよう求めた。
　民進党が「年金カット法案」と位置づける年金制度改革法案は、次期衆院選で与党攻撃に使える格好の材料だ。同党の国対幹部は委員会採決前に若手議員ら約２０人を衆院厚労委に送り込み、ビラを広げてアピールさせるなどの“伝統芸能”も駆使した。採決時には、民進党議員が委員長席の丹羽氏を引きずり下ろそうとした。こうした場面を萩生田光一官房副長官が「田舎のプロレス」と表現し、謝罪に追い込まれた。
　採決に先立つ衆院厚労委の集中審議でも民進党は対決姿勢を鮮明にした。
　民進党の柚木道義氏が「私は今３８度台の熱があり、解熱剤も飲んでいる…。首相はこの審議が終わったら、人の生死を左右する『年金３割カット法案』を強行採決するのか！」と声を張り上げた。
　これに対し、首相は「そもそもこの法案で、将来の年金が『３割カット』となどという言説は誤解と悪意に満ちたもので、全く不適当だ」と反論した。「こんな議論をやってたら、何時間やっても同じだ。民進党の支持率が上がるわけではない」と語気を強めた。
　蓮舫代表は採決後、国会内で記者団に「とにかく強行、強行また強行。あまりにも議会を軽視している」と指摘し、「横暴な首相」を印象づけた。
　ただ、一連の「抵抗戦術」は世論の支持を得られておらず、民進党支持率は１ケタ台と低迷。中堅議員は「ＴＰＰの採決時と同じことを繰り返しただけ。国民の信用がないから厳しい」と冷ややかだった。
年金制度改革法案 衆院厚生労働委員会で可決
ＮＨＫ11月25日 16時54分
年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ、年金制度改革関連法案は、２５日夕方、衆議院厚生労働委員会で、民進党などが抗議する中、採決が行われ自民・公明両党と日本維新の会の賛成多数で可決されました。
年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ、年金制度改革関連法案を審議している、衆議院の厚生労働委員会では２５日午後、安倍総理大臣も出席して質疑が行われました。
このなかで、民進党の柚木国会対策副委員長は「法案は『将来年金カット法案』であり、国民の理解を得られていると思うか。このあと強行採決することが提案されたが、まだまだ審議は不十分だ」などと、政府・与党を批判しました。
これに対して、安倍総理大臣は「法案により、将来の年金がカットされるという言説は、誤解と悪意に満ちたもので不適当だ。世代間の公平を図るための、『将来の年金水準確保法案』だということは、はっきりと申し上げたい」と反論しました。
このあと、政府に対する質疑が行われ、与党側から動議が提出され、質疑を終えることが決まりました。
これに続いて午後５時前、民進党と共産党が委員長席を囲んで抗議する中、採決が行われ、法案は、自民・公明両党と日本維新の会の賛成多数で可決されました。
自民・公明両党は、来週２９日に衆議院通過を図りたい考えなのに対し、民進党などは「国民生活に密接に関わる法案なのに審議は不十分で強行採決は認められない」と反発を強めていて、衆議院通過をめぐって与野党の攻防が続く見通しです。
与野党の反応は
衆議院厚生労働委員会の丹羽委員長は、国会内で記者団に対し、「与野党の協議が整わない中で、参考人に意見を述べてもらったり、安倍総理大臣の出席のもとで質疑をしたりした。委員長として、中立な立場で聞いていて、質疑も同じような内容が出始めたので、委員長として採決の判断をした」と述べました。
与党側の筆頭理事を務める、自民党の田村前厚生労働大臣は「審議時間を十分に確保して質疑ができ、国民にも法案の内容を一定程度ご理解いただける時期が来たと判断し採決することになった。採決の際に、民進党などが実力行使に出てきたことは残念で、最後まで議論で戦ってほしかった」と述べました。
野党側の筆頭理事を務める、民進党の柚木国会対策副委員長は記者団に対し、「採決は無効だ。私たちは審議拒否することも無くやってきて、世論調査でも反対の声が圧倒的に多いのに、こんな採決は認められない。安倍政権の数のおごりであり、なぜ国民に向き合わないのか。こんなやり方を続けていたら国会は死んだも同然だ」と述べました。
年金制度改革関連法案とは
年金制度改革関連法案には５つの内容が盛り込まれています。
柱の１つが年金支給額の新たな改定ルールの導入です。
まず、これまでは物価上昇時に賃金が下がっても、年金支給額は据え置かれていましたが、新たなルールでは、平成３３年度から、賃金が下がった場合、これに合わせて年金支給額も引き下げるとしています。
さらに、年金支給額の伸びを物価や賃金の上昇より低く抑える「マクロ経済スライド」を強化します。
「マクロ経済スライド」は、デフレ経済のもとでは実施しませんが、年金制度の持続性を高めるため、景気が回復した際に、実施しなかった年の分も合わせて支給額を抑制するとしています。
政府は、将来世代の年金水準を確保し、世代間の公平を保つためにはこうしたルールの導入が必要だとしています。また、年金財政を持続可能にするためにも不可欠な措置だとしています。
これに対し民進党などは、年金支給額の新たな改定ルールが適用されれば、支給額が大幅にカットされて、今の受給者の生活に大きな影響を与えるおそれがあるなどとしています。
また、法案では、公的年金の積立金を運用する、ＧＰＩＦ＝年金積立金管理運用独立行政法人について、運用のリスクを適切に管理するため、権限が理事長に集中している今の仕組みを見直して、金融の専門家らで作る「経営委員会」を新たに設け、投資の方針などを合議制で決めるとしています。
このほか、子育て支援のため、国民年金に加入する女性の自営業者らを対象に、産前産後の４か月間保険料を免除し、その財源として、自営業者らの保険料を月額で１００円程度引き上げることや、従業員が５００人以下の企業で働くパートなどの短時間労働者にも厚生年金の適用を拡大できるようにすること、それに、日本年金機構に不要な財産が生じた場合、国庫に納付することが盛り込まれています。
しんぶん赤旗2016年11月26日(土)

年金カット法案強行に抗議　４野党　衆院本会議上程許されない

　野党４党の国対委員長は２５日、「年金カット法案」が衆院厚生労働委員会で強行採決されたことに抗議し、大島理森衆院議長に同法案を本会議に上程しないよう申し入れました。大島氏は「議院運営委員会や与野党間でしっかり話しあってください」と答えました。

　申し入れ後、４党が会見。日本共産党の穀田恵二国対委員長は、参考人質疑をした当日に強行採決したことを批判。「歴代議長は国民の声を聞くのを大事にということを都度都度言ってきた。本会議上程は許されない」と述べました。
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（写真）年金カット法案の採決強行をうけ共同で記者の質問に答える（左から）玉城、山井、穀田、吉川の各氏＝２５日、国会内


　さらに中身が問題だとして、自民党も含め誰もが今の年金に問題があると認めていると指摘。「参考人も抜本的改革を求めているにもかかわらず、際限のない年金カットを国民に押し付けることは認められない。委員会に差し戻し、議論すべきだ｡内容でも問題だし、国民の声を聞く点でも問題だ」と語りました｡

　民進党の山井和則国対委員長は「たった１９時間の審議で強行採決するのは乱暴すぎる。審議を短くして国民に知らさないうちに成立させようとしている」と批判。「３週間前にもＴＰＰ（環太平洋連携協定）で強行採決をやった。１カ月の間に２度も強行採決。言論の府たる国会の形骸化になる」と語気を強めました。

　自由党の玉城デニー国対委員長は「国民への十分な説明が不足している。総理答弁は答弁に値しない」と述べ、社民党の吉川元政策審議会長は「政府の答弁は聞かれたことに答えていない」と批判しました。

年金さらに抑制　賃金下落に合わせ支給減

東京新聞2016年11月26日 朝刊
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　年金支給額を抑制するルールの強化などを盛り込んだ年金制度改革関連法案は、二十五日の衆院厚生労働委員会で、自民、公明両党の与党と日本維新の会の賛成多数で可決された。民進、共産両党は審議が尽くされていないと抗議したが、与党は採決を強行した。二十九日の本会議で可決し、参院に送付する構えだ。

　自公両党の幹事長は二十五日、国会内で会談し、今国会で法案の成立を図るため、三十日までの会期を延長する方針を確認した。二十八日の与党党首会談で延長幅を決める。

　民進、共産、自由、社民の野党四党の国対委員長らは、大島理森衆院議長と国会内で会い、委員会での採決は無効だとして、本会議で採決しないよう要請。大島氏は「与野党でよく話し合ってほしい」と述べた。民進党の蓮舫代表は、自民党の丹羽秀樹衆院厚労委員長の解任決議案を提出する考えを記者団に示唆した。

　安倍晋三首相は二十五日の委員会質疑で法案について、将来世代に財源を回し「世代間の公平を図る」と意義を強調した。民進党の柚木道義氏は「（年金減額は）国民の生き死にがかかっている」と批判した。

　法案は、年金支給額を物価や現役世代の賃金に合わせて変動させる「賃金・物価スライド」の新ルールを盛り込んでいる。物価の下げ幅より賃金の下げ幅が大きい場合は、賃金に合わせて年金を減額。物価が上がっても賃金が下がった場合は賃金に合わせ減額し、ともに減額する内容だ。

　法案には、物価や賃金が上昇した場合、年金支給額の伸びを低く抑える「マクロ経済スライド」の強化も加えた。パート従業員らの厚生年金加入の拡大、国民年金に加入する女性の産前産後の保険料免除、年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）の組織改編なども含んでいる。　

しんぶん赤旗2016年11月26日(土)

年金カット法案も強行採決　衆院厚労委　自公と維新　４野党　差し戻し要求
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（写真）採決強行に抗議し委員長席に詰め寄る野党委員ら＝２５日、衆院厚労委


　「年金カット」法案（国民年金法等改定案）について自民と公明、維新は２５日の衆院厚生労働委員会で質疑を一方的に打ち切り、採決を強行しました。日本共産党と民進党は、午前中に参考人質疑を行ったばかりで法案の問題点も噴出しており、採決など論外だとして厳しく抗議しました。共産、民進、自由、社民の４野党の国対委員長は同日、大島理森衆院議長に対し、採決は認められないとして委員会に差し戻すよう申し入れました。

　３０日の会期末が迫るなかで４野党は、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案とともに、「年金カット」法案は廃案にする以外にないと求めていく構えです。

　「年金カット法案」は、(1)物価がどうなろうと賃金にあわせて年金改定を行い、年金水準を引き下げる(2)年金を物価・賃金以下に抑制する「マクロ経済スライド」の未実施分を翌年度以降に持ち越して実施する―ことが盛り込まれ、際限のない年金削減を押し付ける内容です。

　この日の質疑で日本共産党の高橋千鶴子議員は､“将来世代の給付確保のため”という政府の言い分はまやかしだと追及。安倍晋三首相は「物価の伸びほど年金は上昇しない」などと認め、道理も大義もないことが浮き彫りとなりました。

　与党は、午後に予定していた質疑が終了したところで突然、打ち切り動議を提案。野党委員が抗議するなか丹羽秀樹委員長の声がほとんど聞き取れないなかで、自民、公明、維新が法案の「採決」を強行しました。

　採決後、衆院議員面会所では、委員会を傍聴していた年金者組合員の人たちが「年金受給者を敵に回す暴挙だ」と抗議。日本共産党議員団が激励に駆けつけ、組合員は「法案の問題点がはっきりした。参院で廃案に追い込もう」と声をあげました。

しんぶん赤旗2016年11月26日(土)

将来世代も水準低下　衆院委・高橋氏　首相認める
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（写真）質問する高橋千鶴子議員＝２５日、衆院厚労委


　日本共産党の高橋千鶴子議員は２５日の衆院厚生労働委員会で、年金カット法案は“将来世代の給付確保のため”と言う政府の言い分を突き崩し、「まずこれ以上の給付減と負担増をやめるべきだ」と述べ、法案の撤回を迫りました。

　高橋氏が、年金の伸びを物価・賃金の伸び以下に抑えるマクロ経済スライドで「年金水準＝購買力が下がるのは明確だ」とただすと、安倍首相は「物価の伸びほど年金は上昇しない」と認めました。

　さらに高橋氏が、今回の改定でマクロ経済スライドの未実施分を持ち越すことや、賃金に合わせて改定するルール見直しによって「前年より年金水準が下がり、将来世代の水準も下がる」とただすと、安倍首相は「物価が上がっても賃金が下がれば、下がった賃金にスライドさせる」と述べ、将来水準の低下を認めました。

　高橋氏は、現役男性の手取り収入の５０％給付を維持すると言う主張についても、受給開始年以降にどんどん落ち込み､４０･４％まで下がると追及しました。

　塩崎恭久厚労相が“物価スライドで購買力を維持する”と昨年答弁していたことに触れ、今回、賃金スライドを提案するのは矛盾していると追及すると、厚労相は答弁に立てず、鈴木俊彦年金局長は「５０％の水準を保てるのは新規裁定者（＝受給開始年）だけだ」と認め、「賃金の動きに合わせて改定してこなかったため、将来の年金水準が下がる結果になった。きちんと対応するのが責任だ」と居直りました。

　高橋氏は、地方では年金収入が県民所得や家計消費の２割を占めていることを示し、「高齢者にいま以上のガマンを押し付ければ国民全体に悪影響を与える。年金を削れば経済の好循環なんて生まれない。これ以上の給付削減をやめ、医療・介護の負担増もやめるべきだ」と強調しました｡

しんぶん赤旗2016年11月26日(土)

高齢者も家族も直撃　衆院委　年金カット法案・参考人が反対　堀内氏が質問

　年金カット法案についての参考人質疑が２５日の衆院厚生労働委員会で行われました。

　ＮＰＯ法人ほっとプラスの藤田孝典代表理事は「年金が足りず、生活していけない高齢者が広がっている」として法案に反対を表明。高齢者の相対的貧困率が１８％と非常に高く「少なくとも７００万人が生活保護基準以下で暮らしている」と述べ、病院の受診抑制や社会参加の機会も失われ、自殺まで生んでいる深刻な実態を紹介。介護などの負担増に加えて年金削減によって「高齢者と家族の生活に重大な影響を与える。十分慎重に議論すべきだ」と強調しました。

　全日本年金者組合大阪府本部の加納忠書記長は、法案について「最低限度の文化的生活を保障するという視点がほとんどない。ひたすら給付引き下げを進めるものだ」と批判。８万円の障害年金で暮らす７８歳の男性や４１年働いて月１３万円の年金で暮らす７２歳の女性の思いを紹介し、「一律に削減を進めるのではなく、最低保障年金こそ議論し実現すべきだ」と強調しました。

　質問した日本共産党の堀内照文議員は、“将来世代の年金確保のため”というが若い世代ほど削減されると指摘し、高齢者と現役世代を対立させるような議論は間違いだとして意見を求めました。

　藤田氏は「高齢者の年金を下げて若者は救われる､とはならない｡年金制度全体の信頼が揺らいでいる現状で、若者につけを回さないという言葉自体に飛躍がある」と指摘。

　加納氏は「世代間の助け合いをと政府は言うが、一番の問題は１％の富裕層と９９％の庶民との対立。所得再分配が最大の問題だ」と主張しました。

年金制度改革法案 衆院通過めぐり与野党攻防
ＮＨＫ11月26日 6時15分
年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案は、２５日に衆議院厚生労働委員会で、民進党などが抗議する中、採決が行われ、可決されました。与党側は来週の２９日に衆議院を通過させたいとしているのに対し、民進党などは「強行採決は無効だ」などと反発を強めていて、衆議院通過をめぐって与野党の攻防が続く見通しです。
年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案は、２５日に衆議院厚生労働委員会で、民進党と共産党が抗議する中、採決が行われ、自民・公明両党と日本維新の会の賛成多数で可決されました。
これを受けて、与党側は２９日の衆議院本会議で法案を可決して、参議院に送りたいとしていて、３０日までの会期を、一定期間延長したうえで、参議院での審議を着実に進めて、成立を図る方針です。
これに対し、民進党や共産党など野党４党は、大島衆議院議長に対し、「委員会での審議が尽くされていない中、不正常な状況で採決が強行されたことは認められない」として、本会議で採決を行わないよう求めました。
民進党などは、会期の延長に反対しているうえ、採決に踏み切った丹羽委員長の解任決議案や、塩崎厚生労働大臣に対する不信任決議案の提出も検討するなど、反発を強めていて、衆議院通過をめぐって与野党の攻防が続く見通しです。
一方、３０日までの会期の延長をめぐって、与党内では、来月１５日に山口県で安倍総理大臣とロシアのプーチン大統領の首脳会談が予定されていることを踏まえ、１４日まで延長する案が検討されていて、引き続き政府側とも調整が行われる見通しです。
年金制度改革法案 野党４党 本会議で採決しないよう申し入れ
ＮＨＫ11月25日 18時23分
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民進党など野党４党は大島衆議院議長に対し、２５日の衆議院厚生労働委員会での年金制度改革関連法案の採決は、不正常な状況で強行されており認められないとして、本会議で採決を行わないよう申し入れました。
申し入れを行ったのは、民進党、共産党、自由党、社民党の野党４党です。
この中で４党は、年金制度改革関連法案について、「衆議院厚生労働委員会での審議が尽くされていない中、不正常な状況で採決が強行されたことは認められない」として、本会議で採決を行わないよう求めました。
これに対し、大島衆議院議長は「与野党で、よく話し合ってほしい」と述べるにとどめました。
民進党の山井国会対策委員長は、記者団に対し、「国民生活に大きな影響を与える法案を『強行採決』し、明らかに乱暴だ。ＴＰＰ協定の国会承認を求める議案などに続いて、わずか１か月の間に２回の『強行採決』が行われており、このままでは国会が形骸化する。安倍政権は『強行採決政権』だ」と述べました。
共産党の穀田国会対策委員長は、記者団に対し、「自民党も含め、すべての政党が、今の年金制度のままではダメだと認識し、これから議論していこうという中で非常に問題だ。大島衆議院議長が本会議のベルを押すことはあってはならない」と述べました。
自由党の玉城幹事長は、記者団に対し、「政府からの説明が不足しているということに尽きる。こうした状況では、国民から年金制度に信頼を寄せてもらえるとは、到底思えない」と述べました。
社民党の吉川政策審議会長は、記者団に対し、「参考人質疑が行われたその日のうちに法案を採決するのはおかしいし、参考人にも失礼だ。政府は、野党から指摘されたことにきちんと答弁しておらず、『年金カット』に国民は不安を感じている。『強行採決』はおかしい」と述べました。
年金法案審議「何時間やっても同じ」　首相、民進質問に
朝日新聞デジタル南彰2016年11月25日15時32分
　安倍晋三首相は２５日午後、公的年金の支給額を引き下げる新しいルールを盛り込んだ年金制度改革法案を審議している衆院厚生労働委員会で、「私が述べたことを全くご理解頂いていないようであれば、（審議を）何時間やっても同じですよ」と発言した。与党は同日中に同法案の委員会採決を予定している。
　民進党の柚木道義氏の「今日の強行採決は行わないと約束して下さい」という質問に答えた。
　首相は「間違った認識で相手を非難しても全く生産的ではない。我々の法案に対する不安をあおるかもしれないが、民進党の支持率が上がるわけじゃない」と法案に反対する民進党への批判を展開した。
　安倍政権は、萩生田光一官房副長官が２３日、環太平洋経済連携（ＴＰＰ）の承認案と関連法案の採決強行に対する野党側の国会対応を念頭に「田舎のプロレス」「茶番だ」と揶揄（やゆ）している。（南彰）
「上から目線の姿勢、非常に残念」　民進・蓮舫代表
朝日新聞デジタル2016年11月26日00時49分

蓮舫氏
■蓮舫代表・民進党代表
　（年金制度改革法案が衆院厚生労働委員会で採決が強行されたことについて）安倍内閣は強行、強行、また強行と。衆議院でＴＰＰは強行採決。ＴＰＰは発効する見込みがなくなってきたのに、参議院では確信がないものを強行審議。そして今日、年金カット法案は強行採決。「こんなの何時間やったってしょうがない」というようなことも発言していた。驚いた。あまりにも議会を軽視、議会制民主主義を分かっておられない、まさに総理としてどうなのかなと本当に憤っている。
　国民の年金が、物価が上がって、賃金が下がって、３割カットという試算があり、多くの方が不安に思って、みんなに関わってくる問題なのに、わずか１９時間の審議だ。１９時間で、国民の年金が３割カットされるリスクを、誰が納得するのかと思う。今まで年金関連法案は３０時間は最低でも審議してきた。それも丁寧な、丁寧な審議を経て、与野党が歩み寄って、採決をどうしようかという話し合いも行ってきた歴史を見事に無視をして、本当に今の政権のおごり、上から目線、国民はどうせ分からないという姿勢が非常に残念だ。（国会で記者団に）
「野党政権つくりたい」＝志位共産委員長－衆院選、民進と相互推薦を
　共産党の志位和夫委員長は２５日夜、横浜市で講演し、来年を党創立９５年の「節目の年」と位置付けた上で、「１００周年に向け、野党と市民の共闘によって、新しい統一戦線を発展させて野党連合政権をつくりたい」と述べ、政権獲得に意欲を示した。
　志位氏は次期衆院選で民進党などとの共闘について「相互に推薦する、支援する。これが本当の選挙協力だ」と重ねて強調。「小選挙区でも（共産党の）議席を増やすために力を尽くしたい」と述べた。野党間の共通政策については「原発をなくしていく方向で前向きの合意をつくりたい」と語った。（時事通信2016/11/25-21:09）
「予告済み強行採決が繰り返されている」　共産・志位氏
朝日新聞デジタル2016年11月26日00時27分

志位和夫氏
■志位和夫・共産党委員長
　（衆院厚生労働委員会で年金制度改革法案が採決強行されたことについて）国会での審議が尽くされたとは到底言えない。法案でどういう事態が起こるかについても説明が全くなされていないもとでの採決だから、絶対認めるわけにはいかない。野党４党（民進、共産、自由、社民）として委員会に差し戻せと求めている。会期末が来ているから、審議未了廃案にすべきだ。
　（安倍政権は）国民にＴＰＰにせよ年金問題にせよ、説明しようという誠意がない。ともかく最後は数の力でやればいいと。強行採決では山本有二農林水産相の発言、今回の萩生田光一官房副長官の発言などで「予告済み」の強行採決であるかのように繰り返される。異常なことだ。数の暴力によって議会制民主主義を壊すやり方を繰り返せば、必ず国民の厳しい審判を受けることになる。（横浜市で記者団に）
産経新聞2016.11.25 22:00更新 
共産・志位和夫委員長「審議差し戻しを」年金法案採決を批判
　共産党の志位和夫委員長は２５日夜、与党が衆院厚生労働委員会で年金制度改革法案を採決したことについて「国会での審議が尽くされたとは到底言えず、審議を委員会に差し戻すべきだ」と厳しく批判した。横浜市内で記者団に答えた。

共産の志位和夫委員長 
　志位氏は、与党が今月末までの今国会会期を延長する方針を決めたことについても「『年金カット法案』や環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）承認案などを力ずくで通すためだというのははっきりしており、一分の道理もない」と述べ、反対する考えを示した。
臨時国会、会期延長へ　自公幹事長が合意
朝日新聞デジタル2016年11月25日13時25分
　自民、公明両党の幹事長と国会対策委員長が２５日午前、国会内で会談し、年金制度改革法案の今国会での成立を確実にするため、３０日までの臨時国会を延長することで合意した。
　安倍晋三首相と自民党の二階俊博幹事長も２５日、会談し、会期延長で一致。二階氏は会談後、記者団に延長幅について「できるだけ短くなる」と語った。
　自公の幹事長会談では、自民側が、カジノなどの統合型リゾート（ＩＲ）の整備を促すカジノ解禁法案の審議入りを改めて要望した。公明党の井上義久幹事長は「野党の理解を得る環境整備の努力をしてほしい」と従来の主張を繰り返した。自民党の竹下亘国対委員長は会談後、記者団に「来週に向けて（審議入りの）環境整備に努力する」と述べた。
安倍首相、会期延長方針…二階幹事長と一致

読売新聞2016年11月25日 13時38分

　安倍首相と自民党の二階幹事長は２５日昼、首相官邸で会談し、３０日までの今国会の会期について、延長する方針で一致した。

　２８日に首相と公明党の山口代表が会談し、延長幅を最終決定する。環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案や公的年金の給付額の改定ルールを見直す年金改革関連法案などを今国会で承認、成立させるためだ。

　二階氏は首相との会談後、「会期延長で政府も党も一致していると確信を持った」と記者団に語った。与野党が対立する年金改革関連法案の成立には一定の審議時間が必要なことから、与党は１２月下旬までの延長を視野に入れる。

　これに先立ち、二階氏は２５日午前、公明党の井上幹事長とも国会内で会談し、会期延長の方針を確認したほか、２５日午後に衆院厚生労働委員会で年金改革関連法案の採決を目指すことでも一致した。

国会会期　自公、延長で合意　幅は２８日に決定
毎日新聞2016年11月25日 11時17分(最終更新 11月25日 12時48分)
　自民、公明両党は２５日午前に幹事長・国対委員長会談を国会内で開き、衆院厚生労働委員会で審議中の年金制度改革関連法案の採決を同日午後に行うと確認した。３０日までの今国会会期の延長でも合意した。延長幅は２８日に安倍晋三首相と公明党の山口那津男代表が与党党首会談を開いて決める。 
　自民党の竹下亘国対委員長は会談後、記者団に「年金改革法案は今国会中に必ず成立させる大前提の中で、きょう粛々と採決すると確認した」と述べた。 
　厚労委では午前の参考人質疑、午後の首相出席の質疑の後に採決する。自公両党は２９日の衆院本会議で可決して衆院を通過させ、その後の延長された会期内に参院審議を終え、成立を目指す。 
　民進党は同法案について、賃金が低下した場合の支給額抑制が盛り込まれたことから「年金カット法案」と批判。山井和則国対委員長は２５日の記者会見で「年金カット法案を審議不十分のまま強行採決するのは大きな問題だ」と与党をけん制し、採決強行の場合は厚労委の丹羽秀樹委員長（自民党）の解任決議案を提出する構えをみせた。 
　延長幅に関し、政府与党は、環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）の承認案が自然承認される１２月９日をにらみ、１０日間前後を軸に調整する。年金法案を巡る攻防が激化した場合は、１２月中下旬までの延長も検討する。【高橋克哉】
産経新聞2016.11.25 10:23更新 
与党、会期延長を決定　会期幅めぐり２８日に党首会談へ　年金法案、今夕委員会採決

自公２幹２国会談に臨む自民党の二階俊博幹事長＝２５日午前、国会内（斎藤良雄撮影）
　自民党の二階俊博、公明党の井上義久両幹事長らは２５日午前、国会内で会談し、年金改革法案など重要法案の今国会での成立を期すため、３０日までの会期を延長する方針で一致した。延長幅は年金改革法案の審議状況を見極めた上で、２８日に安倍晋三首相（自民党総裁）と公明党の山口那津男代表による与党党首会談で、最終決定すると申し合わせた。
　二階、井上両氏は会談で、年金改革法案については２５日午後の衆院厚生労働委員会で採決する方針を確認。カジノを含む統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法案に関しては、今国会での審議入りを目指し、民進党などの理解を求める方針でも一致した。
　与党は年金改革法案を２９日に衆院通過させることを目指すが、野党は審議が不十分だとして委員会採決に反対しており、混乱が予想される。二階氏は会談後の記者会見で同法案について「慎重審議の上、成立を期していく」と強調した。
首相と二階幹事長 国会の会期延長必要で一致
ＮＨＫ11月25日 16時03分
安倍総理大臣と自民党の二階幹事長が総理大臣官邸で会談し、来週３０日までの国会の会期について、年金制度改革関連法案などを確実に成立させるためには、一定期間の延長が必要だという認識で一致しました。
会談は、菅官房長官も同席して１時間近く行われ、会期末を来週３０日に控えた国会の運営などをめぐって協議しました。
この中で、安倍総理大臣は「国会はスムーズに運営されているように見える。引き続き一致協力してやってほしい」と述べました。
そのうえで、年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案や、ＴＰＰ協定の国会承認を求める議案などを確実に成立させるためには、来週３０日までの会期を一定期間延長する必要があるという認識で一致しました。
延長幅をめぐって、政府・与党は来月１５日に、安倍総理大臣とロシアのプーチン大統領との首脳会談が予定されていることなどを念頭に、詰めの調整を進め、週明けに、与党の党首会談で方針を決めたい考えです。
会談のあと二階氏は記者団に対し、「会期の延長はそんなに大幅というわけではない。できるだけ短くということになろうと思うが、一定の幅をもって、結論を得たい」と述べました。
民進、連合に連携を呼びかけ…次期衆院選向け

読売新聞2016年11月25日 10時21分

　民進党の蓮舫代表は２４日、連合の地方組織幹部らによる会合に出席し、次期衆院選に向けて緊密な連携を呼びかけた。

　先の新潟県知事選や衆院２補選を巡り、亀裂も生じた連合との関係を立て直すとともに、衆院解散・総選挙に備えて候補者の上積みを図るため、連合の協力を仰ぎたい考えだ。

　会合は連合中央と地方組織との意見交換会だったが、民進党側が要望し、蓮舫氏や馬淵澄夫選挙対策委員長らも出席した。

　馬淵氏は会合で、衆院４７５議席の過半数に当たる２３８人の擁立を当面のメドとし候補者選定を急ぐ方針を説明した。連合側からは「共産党との連携は失うものも得るものもある」「保守票を取りにいくべきだ」などと共産党との共闘に慎重な意見が出たという。

【続きあり】
小沢氏、全国行脚本格化　「衆院選へ共闘急ぐ」

共同通信2016/11/25 21:5611/25 21:57updated
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自由党の会合であいさつする小沢共同代表＝25日午後、東京都北区

　自由党の小沢一郎共同代表が次期衆院選に備え、全国行脚を本格化させている。党名変更に伴う地方組織の刷新を名目に各地を回る方針だ。小沢氏は25日、東京都北区の党会合で「今、選挙がないと言われているが、こういう時が一番危ない。野党共闘を急いでまとめたい」と述べ、早期の衆院解散の可能性はあり得るとの認識を示した。

　自由党は野党共闘を訴える「結集。」とのキャッチフレーズのポスターを作製。重点政策として脱原発政策や農業者の戸別所得補償制度の確立を掲げた。小沢氏は26日に大阪、27日に盛岡、28日に川崎、29日に岡山、12月2日に那覇の各市を訪れる予定だ。

産経新聞2016.11.25 22:59更新 
「こういう時が一番危ない」小沢一郎氏、全国行脚本格化　野党共闘急ぐも「共産は閣外協力」
　自由党の小沢一郎共同代表が次期衆院選に備え、全国行脚を本格化させている。党名変更に伴う地方組織の刷新を名目に各地を回る方針だ。小沢氏は２５日、東京都北区の党会合で「今、選挙がないと言われているが、こういう時が一番危ない。野党共闘を急いでまとめたい」と述べ、早期の衆院解散の可能性はあり得るとの認識を示した。
　自由党は野党共闘を訴える「結集。」とのキャッチフレーズのポスターを作製。重点政策として脱原発政策や農業者の戸別所得補償制度の確立を掲げた。小沢氏は２６日に大阪、２７日に盛岡、２８日に川崎、２９日に岡山、１２月２日に那覇の各市を訪れる予定だ。
　小沢氏は会合後、共産党が提唱する野党連合政権に関して、記者団に共産党は閣外協力にとどめるべきだとの認識を示した。「野党連合じゃないと当選しない」と共産党の考え方に理解を示す一方で「政府と政権は違う。内閣を組織するかは別だ」と語った。
青森市長選27日に投開票　与野党支援候補が激戦

共同通信2016/11/25 18:16

　第三セクターの経営破綻を受けた前市長の引責辞職に伴う青森市長選は、27日に投開票される。無所属新人4人が立候補しており、自民、公明両党の地元支部が支援する元総務省職員小野寺晃彦氏（41）と、民進、共産、社民3党が支援する元青森県議渋谷哲一氏（55）が激しく争っている。

　債務超過に陥った三セクが運営する青森駅前の再開発ビル「アウガ」の活用など、地域活性化策が主な争点だ。

　他に立候補しているのは、元衆院議員横山北斗氏（53）と医師穴水玲逸氏（64）。

「自民は母屋のよう」＝維新・馬場氏
　「母屋に帰ってきたような感じだ。元自民党ですから」。日本維新の会の馬場伸幸幹事長は２５日、沖縄振興関連税制に関する要望で自民党本部を訪れた際、親しみを込めた様子で記者団にこう語った。
　野党議員が自民党本部の敷居をまたぐのは異例だが、維新は今国会で、２０１６年度第２次補正予算や環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案に賛成するなど、自民党への協力姿勢が目立つ。
　「与党に擦り寄る人たちのことなど相手にしない。野党ではないでしょ」。民進党からはこんな冷めた声も漏れている。（時事通信2016/11/25-21:19）
しんぶん赤旗2016年11月26日(土)

当初からヘリパッドありき　沖縄・北部訓練場「過半」返還の条件　赤嶺氏「無条件返還を」　衆院安保委

　日本共産党の赤嶺政賢議員は２５日の衆院安保委員会で、政府が米軍北部訓練場（沖縄県東村、国頭村）「過半」返還の条件として東村高江で強行する米軍オスプレイパッド（着陸帯）建設について追及しました。

　赤嶺氏は、北部訓練場は１９５７年、沖縄の施政権を握っていた米軍の一方的な通告で住民の土地が強制接収されて形成されたと指摘。稲田朋美防衛相も「強制的な接収があったと聞いている」と認めました。
	[image: image21.jpg]&




（写真）質問する赤嶺政賢議員＝25日、衆院安保委


　赤嶺氏は「そうであるなら無条件返還が当然だ｣と強調しました｡

　ところが、防衛省の前田哲防衛政策局長は、同訓練場の「移設条件付き返還」を決めた９６年１２月のＳＡＣＯ（沖縄に関する日米特別行動委員会）合意にいたる対米交渉で、「沖縄の負担軽減と日米同盟強化を両立させる」との口実で、「移設条件付き返還」を前提としていたことを明らかにしました。当初から「ヘリパッドありき」で、「無条件返還」を視野に入れていなかったことが浮き彫りになりました。

　赤嶺氏は「強制接収があったことを認めながら移設条件にこだわる政府の姿勢は矛盾していることに気づかないのか」と批判。オスプレイパッド建設の即時中止と、北部訓練場の無条件返還を求めました。

しんぶん赤旗2016年11月26日(土)

米兵の公務外事故・見舞金　支払いは０．１％未満　防衛省回答

　１９９６年のＳＡＣＯ（沖縄に関する日米特別行動委員会）合意以降の約２０年間で、米軍関係者が「公務外」に起こした事件・事故が１万９５５５件にのぼる一方、ＳＡＣＯ合意に基づく見舞金が支給されたのはわずか１３件と、全体の０・１％にも満たないことが分かりました。２５日の衆院安保委員会で、防衛省が日本共産党の赤嶺政賢議員の質問に答えました。

　ＳＡＣＯ合意では、米国政府による慰謝料の支払いが裁判所の確定判決額に満たない場合に、日本政府がその差額を支払う仕組みが盛り込まれました。しかし、実際はほとんどが泣き寝入りであることが浮き彫りになりました。一方、日本政府が支払った見舞金は今年９月現在で４億２８５０万円でした。

　赤嶺氏は「泣き寝入りする人を出さないために（米軍関係者の特権を定めた）日米地位協定を抜本的に改定すべきだ」と求めました。

辺野古新基地　年内にも陸上部分の工事再開へ

沖縄タイムス2016年11月25日 12:32

　【東京】名護市辺野古への新基地建設を巡る訴訟の和解条項について協議する「政府・沖縄県協議会」の第４回作業部会が２５日午前、首相官邸で開かれた。



名護市辺野古

　県はキャンプ・シュワブ陸上部分の工事のうち、隊舎２棟について再開を認めた。防衛省は手続きが済み次第、年内にも工事を再開したい考え。国は臨時制限区域を維持したまま、漁船とプレジャーボートの通行ができるよう手続きを進める。

　作業部会には政府側から杉田和博官房副長官ら、県側からは安慶田光男副知事、謝花喜一郎知事公室長が出席した。

　米軍北部訓練場のヘリパッド建設について、県は新型輸送機ＭＶ２２オスプレイによる環境影響評価の実施を要請した。会合後、安慶田副知事は記者団に、オスプレイの定期整備拠点となる木更津（千葉県）や陸自が導入する佐賀では、地元の求めに応じ試験飛行がなされた点を挙げ、北部訓練場では事後調査で対応するとしている国の矛盾を指摘。政府側は「早急に検討し返事する」と伝えたという。

沖縄・辺野古工事が一部再開へ　普天間移設関係せずと県容認

共同通信2016/11/25 13:44

　政府と沖縄県は25日、米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設を巡る訴訟の和解に基づく実務者レベルの作業部会を首相官邸で開いた。政府側は、移設先となる辺野古の米軍キャンプ・シュワブで陸上工事を一部再開する方針を伝え、県側は移設工事とは直接関係ないとして受け入れた。県幹部が作業部会後に明らかにした。

　政府は県と和解後、辺野古での工事を全面的に中断していた。再開するのは移設予定地区域外の老朽化した隊舎の移転工事。政府側は再開の具体的な時期は明言しなかった。作業部会で安慶田光男副知事は「現地確認して（移設の）埋め立てと直接関係ないと判断した」と述べた。

辺野古移設　工事を一部再開へ　沖縄、政府方針を了承
毎日新聞2016年11月25日 22時08分(最終更新 11月25日 22時08分)
　政府と沖縄県は２５日、米軍普天間飛行場（同県宜野湾市）の名護市辺野古への移設に関する作業部会の第４回会合を首相官邸で開いた。政府は、移設先となる米軍キャンプ・シュワブで陸上施設の工事を一部再開する方針を伝達。県側は移設の土台となる辺野古沿岸部の埋め立て工事と「直接関係がない」として了承した。着工の具体的な時期は示されていない。 
　「政府・沖縄県協議会」の下部組織である作業部会の開催は今年８月末以来で、９月に国が勝訴した福岡高裁那覇支部の判決後では初めて。杉田和博官房副長官や沖縄県の安慶田光男副知事らが出席した。 
　再開されるのは、飛行場の移設予定区域近くの陸上に移転される隊舎２棟の建設工事。政府は、移設を巡る訴訟で今年３月に県と和解したことを受け、工事を中断していた。県側は、この２棟について、飛行場の移設予定区域外にある老朽化した隊舎を建て直すものであると現地で確認。安慶田氏は作業部会終了後、記者団に「工事の中止を求めないこととした」と述べた。 
　このほか、県側が求めていた辺野古沿岸部の立ち入り制限水域内での漁船やプレジャーボートの航行について、政府は米側との調整後、認める方針を表明。米軍北部訓練場（同県東村、国頭村）へのヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）移設に関し、県側が新型輸送機オスプレイを対象とした環境影響評価（アセスメント）を再実施するよう要望したことに対し、騒音調査を検討する考えを伝えた。【田中裕之】 
政府、辺野古陸上部で工事再開　沖縄県との作業部会で確認 
日経新聞2016/11/25 19:05
　政府と沖縄県は25日、米軍普天間基地（同県宜野湾市）の名護市辺野古沿岸部への移設を巡る訴訟の和解を受けた作業部会を首相官邸で開いた。政府は同沿岸部の米軍キャンプ・シュワブ陸上部分で、中断している工事を再開する考えを改めて伝達。県側は「埋め立て工事と直接関係がない」として了承した。
　キャンプ・シュワブは普天間基地の移設先で、訴訟により工事が止まっていた。政府と県の間で争点となっている埋め立て部分には含まれない箇所での工事として、県側も容認した。
　会議では北部訓練場（同県東村、国頭村）を12月22日に返還することも確認。移設工事に伴い設置された、米軍と工事用船舶以外の航行を禁止する「臨時制限区域」での漁船などの通航を可能にすることでも合意した。
産経新聞2016.11.25 21:17更新 
【普天間移設】辺野古工事が一部再開へ　政府が方針伝達、沖縄県容認
　政府は２５日、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設に絡み、移設先の米軍キャンプ・シュワブで陸上工事を一部再開することを沖縄県に伝え、県側も容認した。首相官邸で開かれた、普天間移設をめぐる訴訟の和解に基づく実務者レベルの作業部会で方針を伝達した。政府関係者によると工事は年内にも再開される見通し。
　政府は県との和解後、辺野古での工事を全面的に中断していた。再開されるのは、老朽化した隊舎２棟の移設工事。隊舎は辺野古移設工事の施工区域外にあり、安慶田光男副知事は部会後、記者団に「埋め立て工事とは直接関係ないと判断し、中止を求めないことにした」と説明した。
　部会では、政府が米軍北部訓練場（東村、国頭村）について１２月２２日の部分返還を念頭に調整を進めていることを明らかにした。県は、同訓練場での垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイを対象とした環境影響評価（アセスメント）の実施を求め、政府は「検討したい」と応じた。
　また、政府は県の求めに応じ、米軍や工事用船舶以外の航行を禁止した辺野古沿岸部の「臨時制限区域」での漁船やプレジャーボートの航行に同意した。
辺野古の関連工事 沖縄県が一部再開を容認
ＮＨＫ11月25日 14時32分
沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設計画をめぐって、政府と沖縄県の作業部会が開かれ、沖縄県側は、移設先の名護市辺野古で現在中断されている関連工事のうち、政府側が求めていた海兵隊の隊舎建て替え工事を再開することを容認する考えを伝えました。
沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設計画をめぐる政府と沖縄県の作業部会が２５日、総理大臣官邸で開かれ、杉田官房副長官や沖縄県の安慶田副知事らが出席しました。
この中で、政府側が、移設先の名護市辺野古で現在中断されている関連工事のうち、海兵隊の隊舎の建て替え工事を再開したいという考えを重ねて伝えたのに対し、沖縄県側は、「埋め立てとは直接関係ないことが確認できた」として容認する考えを伝えました。これを受けて、工事は準備が出来しだい再開されることになりました。
また、政府側は、辺野古沖の海域で関係者以外の立ち入りを禁止していることについて、沖縄県側の求めに応じ、漁船が航行できるよう、アメリカ側と調整を進める考えを示しました。
一方、政府が年内の返還を目指している沖縄県最大のアメリカ軍の演習場・北部訓練場について、沖縄県側が、新たに建設されたヘリコプター発着場の運用を開始する前に新型輸送機・オスプレイの騒音など環境影響調査を行うよう求め、政府側は早急に検討する考えを伝えました。
国連外交に世界が注目　「今ほど米国の関与が求められる時はない」

東京新聞2016年11月26日 朝刊

 

　【ニューヨーク＝北島忠輔】トランプ次期米大統領は、サウスカロライナ州知事のニッキー・ヘイリー氏（４４）を新政権の国連大使に指名した。ヘイリー氏は外交経験がない上、トランプ氏自ら国連について「米国が望むことをやらない」と批判しており、加盟各国はその動向を注視している。

　英国のライクロフト国連大使は、ヘイリー氏について「素晴らしい実績の持ち主で、国連でも力を発揮するだろう」と期待。一方、フランスのドラットル大使は「世界の諸問題に、今ほど米国の関与が求められている時はない」と、自国第一主義を掲げるトランプ氏をけん制した。

　トランプ氏は選挙中、国際合意を批判する発言を繰り返してきた。代表格がイランの核兵器開発疑惑を巡る合意だ。

　国連安全保障理事会は昨年七月、イランの核開発計画を縮小する見返りに、経済制裁を緩和する決議を採択したが、トランプ氏は「大金をイランに渡す最悪の契約だ」と批判。今年三月にはイスラエル関係者との会合で「最優先事項はイランとの破滅的な合意を破棄することだ」と断言した。

　トランプ氏は、オバマ大統領が国連と協調して進めてきた地球温暖化対策や核軍縮・不拡散外交にも後ろ向きだ。温暖化対策では、二〇二〇年以降の新たな枠組み「パリ協定」からの離脱を主張。最近は「予断せずに考える」と態度を軟化させたが、国連関係者の間では「米国が旗振り役だったのに」と懸念が広がる。

　トランプ氏はイスラム教徒の入国禁止を唱えたことがあり、同氏の難民に対する姿勢をグテレス次期国連事務総長は批判している。

　ある欧州の国連外交筋は「オバマ氏は気候変動や難民問題、核軍縮などのテーマで国連と方向性が同じだった。築き上げたことが振り出しに戻らないといいが」と不安そうに話した。

核兵器禁止条約、日本も交渉参加　開始決議に反対ながら
朝日新聞デジタル武田肇2016年11月26日02時33分

核兵器禁止条約交渉入りへの態度は…
　日本政府は、来年３月に国連で始まる核兵器禁止条約交渉に参加することを決めた。日本政府関係者が明らかにした。１０月の国連総会第１委員会で採択された交渉開始決議には反対したものの、被爆地広島出身の岸田文雄外相の意向もあり、交渉の場で日本の考えを訴えることにした。
　外務省によると、決議に反対しながら交渉に参加するのは日本だけ。１２月上旬の国連総会本会議でも決議が採択され、正式に条約交渉入りが決まる見通し。日本はこの場でも反対票を投じつつ、投票理由の中で交渉参加の意向を明らかにする方向で調整している。
　同条約は核兵器を法的に禁止する内容で、メキシコなどが提案。米国、ロシアなど核保有国の多くが反対に回る中、委員会では国連加盟国の３分の２近い１２３カ国が賛成した。米国の「核の傘」の恩恵を受ける日本は、核の抑止力に基礎を置く国際安全保障のバランスが崩れるなどとして反対した。
　その後、日本政府は交渉参加の…【続きあり】
日本被団協 核兵器禁止条約決議反対の撤回を要請
ＮＨＫ11月25日 20時42分
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先月、国連総会の委員会で、核兵器を法的に禁止する初めての条約制定を目指す決議の際に日本が反対したことについて、日本被団協＝日本原水爆被害者団体協議会は、外務省に対して、反対を撤回するよう求めました。
国連総会の委員会では、核兵器を法的に禁止する初めての条約の制定を目指して、来年３月からニューヨークで交渉を始めるとする決議が先月、賛成多数で採択されました。
この決議の際、アメリカやロシアなどの核保有国とともに、唯一の被爆国である日本は決議に反対しました。
これに対して２５日、日本被団協はＮＧＯ団体などとともに外務省に対して、反対を撤回するとともに来月行われる国連総会の本会議では賛成に回るよう要請しました。
要請のあと、東京の参議院議員会館で開かれた集会で、日本被団協の谷口稜曄代表委員は「今、体調不良で入退院を繰り返しているが、再び被爆者をつくらないよう核兵器廃絶運動を続けいる。地球上から核兵器をなくすために、何としてでも条約の実現を目指したい」と訴えました。
日本被団協は、核兵器の保有や使用を法的に禁止する条約の実現に向けて署名活動を進めていて、４年後の２０２０年までに数億人分の署名を集めることを目標としています。
外務省への要請について、日本被団協の田中熙巳事務局長は「被爆者が直接抗議することに意味があると思い、要請を行ったが、外務省側からは『日本の方針を変えることはできない』という回答しか得られず、非常に残念だ。私たちが現在進めている署名活動をきっかけに、日本も含め、世界中で核兵器廃絶の機運がより高まってほしい」と話しています。
しんぶん赤旗2016年11月26日(土)

日本政府は交渉参加・決議賛成せよ　核兵器禁止条約　被爆者が要請・集会
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（写真）「被爆者は核兵器禁止条約を求める」緊急集会であいさつする日本被団協の田中熙巳事務局長（右）＝２５日、参院議員会館


　「ヒバクシャ国際署名」の呼びかけ人の一人で日本原水爆被害者団体協議会（日本被団協）の谷口稜曄（すみてる）代表委員らは２５日、外務省を訪れ、日本政府が核兵器禁止条約の交渉開始を求める国連決議に反対したことに抗議し、禁止条約の決議に賛成するよう要請しました｡同日夜､日本政府は交渉に参加し、決議に賛成することを求める緊急集会を参院議員会館で開きました。

　要請では、日本政府が国連決議に反対したことは、被爆者であり同じ国の民として断腸の思いだと述べ、「核兵器国と非核兵器国の橋渡し役を果たすとは一体何だったのか」と糾弾しています。

　緊急集会では、田中煕巳（てるみ）事務局長が「目の黒いうちに核兵器を廃絶したい。その道筋をみたいとヒバクシャ国際署名を来年に向けて大々的に広げていきたい」と開会あいさつ。谷口さんや広島・長崎の被爆者が自らの被爆体験を語りながら、日本政府はアメリカに追随せず、交渉に参加し、決議に賛成すべきだと次々に訴えました。

　日本共産党の仁比聡平参院議員、民進党、公明党、社民党の議員があいさつしました。

「原発事故は新しい形の戦争だ」　ノーベル賞作家　アレクシエービッチさん 東大で講演

東京新聞2016年11月26日 朝刊
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　原発事故に遭遇した人々の証言を集めた記録文学「チェルノブイリの祈り」などで知られるベラルーシのノーベル文学賞作家でジャーナリスト、スベトラーナ・アレクシエービッチさん（６８）が来日し、東京大（東京都文京区）で２５日、講演した。「原発事故は、新しい形の戦争だと思った。われわれが考え方を変えない限り、原発は続く。人間が自然と共生するための新しい哲学が必要とされている」と語った。

　アレクシエービッチさんは２００３年に北海道電力泊原発を訪れている。現地では「日本の原発はチェルノブイリと違う。地震にも耐える設計だ」と説明されたが、その後、福島第一原発の事故が起きた。「人間は自然を征服できないことが分かった。今後何十年も続く大惨事を、どう語っていくのか。もし可能だとすれば、それは被災した人々の証言によってだと思う」と述べた。

　社会主義国家ソ連の実態と崩壊を市民へのインタビューで描いた「セカンドハンドの時代」の邦訳が今年９月、岩波書店から刊行されたばかり。「大事なのは想像力を失わないこと。共産主義やファシズムも、人生が前に進むのを阻めない。だから絶望する必要はない。人々を勇気づける知識人の役割も重要だ」と会場に呼び掛けた。

　アレクシエービッチさんは昨年１２月にノーベル文学賞を受賞した。今月末まで日本に滞在し、２８日には東京外国語大で名誉博士号を受ける。　（出田阿生）

15年自民、112億円繰り越し　参院選備え、政治資金収支報告

共同通信2016/11/25 17:57
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上位4政党の収入の変化

　総務省は25日、2015年分の政治資金収支報告書（総務相所管の中央分）を公開した。自民党本部の16年への繰越金は112億8千万円で、前年から59億2千万円の大幅増。15年は国政選挙がなかったため、16年の参院選や検討された衆参同日選に備えたとみられる。借入金は25億円減った。3メガバンクは18年ぶりに献金を再開、献金の受け皿である党の政治資金団体「国民政治協会」（国政協）への企業・団体献金は22億9千万円で、3.7％増えた。

　党本部の収入は、自民党が257億5千万円で、3年連続トップ。14年比で9.9％増となった。

しんぶん赤旗2016年11月26日(土)

２０１５年政治資金収支報告　共産党　国民の支え力に　政党助成金や企業・団体献金受け取らず　岩井鐵也財務・業務委員会責任者が談話
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　日本共産党の岩井鐵也財務・業務委員会責任者は２５日、２０１５年政治資金収支報告書の公表にあたり次の談話を発表しました。

　一、政党・政治団体の２０１５年政治資金収支報告書が公表されました。日本共産党中央委員会の収入総額は２３８億２００６万円、支出総額は２３６億３１４万円、繰越金は１４億３３０２万円でした。収支の概要は別表のとおりです。

　二、収入構成で明らかなとおり、日本共産党は、国民の血税を政党が分け取りする憲法違反の政党助成金や、カネの力で政治をゆがめる企業・団体献金を受け取らず、党員が納める党費、「しんぶん赤旗」読者からの購読料等の事業収入、個人からの寄付など、党員と支持者、国民から寄せられる浄財のみですべての活動資金をまかなっています。
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　収入の７９・８％、支出の５８・５％を機関紙誌事業活動が占めていることは、日本共産党が「しんぶん赤旗」を中心に国民と深く結びついて活動していることの反映です。

　日本共産党は、税金や汚れたお金に頼ることなく、国民との結びつきに依拠して自前の組織と財政を発展させている党だからこそ、何ものをも恐れず国民のための政治をつらぬくことができます。

　三、２０１５年の収入総額は前年比１０６％、支出総額は前年比１０５％でした。
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　収入面では、党費、機関紙誌等事業収入は若干後退し、課題を残しています。個人からの寄付は前年比１４３・３％に伸びました。戦争法反対のたたかいの先頭に立ち、市民と野党の共闘の実現と発展に力をつくす姿勢への、高い評価と受けとめています。

　支出面では、あらゆる分野で節約に努めているものの、２０１５年は消費税８％への増税が年間をとおしての負担となった年であり、それが支出増をもたらしました。

　日本共産党は、安倍自公政権とその補完勢力に、野党と市民の共闘が対決するという、日本の政治の新しい時代が始まったもとで、国民的な共同の先頭にたってたたかい、自前の組織と財政をさらに強化し、国民の期待にこたえて奮闘するものです。

事務所移転計画が反映

　日本共産党中央委員会の２０１５年の政治資金収支には、東京都委員会の事務所移転計画にともなう現事務所の土地の売却と新しい事務所用地の購入（いずれも中央保有）が反映されています。

　別表の収入のなかの「地方党機関からの納付金、その他」には事務所用地売却収入が、支出のなかの「経常経費」には新事務所用地購入費が含まれています。

政党・政治団体の去年の収入 ２年ぶりの増加
ＮＨＫ11月25日 17時03分
総務省が公表した去年１年分の政治資金収支報告書によりますと、提出があった政党や政治団体の収入の総額は１１０２億円で、企業や団体からの寄付が増えたことなどから、前の年より２.８％増え、２年ぶりの増加となりました。一方、支出の総額は１００４億円で、国政選挙がなかったことなどから、前の年より６.３％減少しました。
総務省は、政党や、活動範囲が複数の都道府県にまたがる政治団体が提出した、去年１年分の政治資金収支報告書を取りまとめ、２５日に公表しました。
それによりますと、提出があった合わせて３０５２の団体の収入の総額は１１０２億円で、前の年より３０億円、率にして２．８％増え、２年ぶりの増加となりました。
内訳は、機関紙の発行や政治資金パーティーなどの「事業収入」が３９４億円、国からの「政党助成金」が３２０億円、個人献金や企業・団体献金などの「寄付」が１４５億円などとなっています。このうち、「寄付」は、前の年より３億円、率にして２．３％増えたほか、「事業収入」のうち、政治資金パーティーの収入は、前の年より７億円、率にして９．９％増えて８２億円となっています。
さらに、金融機関などからの「借入金」の総額は３億円で、前の年より２６億円減って、統計を取り始めた昭和５１年以降、最も少なくなっています。
一方、支出の総額は１００４億円で、前の年より６７億円、率にして６．３％減って、２年連続で減少しました。
これは、去年、国政選挙がなかったことが主な要因で、公認推薦料などの「選挙関係費」が、前の年の３分の１近くに減ったほか、政党本部から支部などへの「寄付」も、前の年より１８．７％減っています。
政党本部の収入は、多い順に、自民党が２５７億５０００万円で、前の年より９．９％増えています。収入の３分の２を占める政党助成金が増えたことや、おととし行われた衆議院選挙の供託金の返還を受けたことなどが増加の主な理由です。
次いで、共産党が２３８億２０００万円で、前の年より６．０％増えています。収入の８０％が機関紙の発行などの「事業収入」で、政党助成金は受けていません。
公明党は１３５億７０００万円で、前の年より３．３％増えています。機関紙の発行などの「事業収入」が、収入の６２％を占めています。
民進党の前身の民主党は９４億２０００万円で、前の年より２１．０％増えています。おととしの衆議院選挙で議席を増やし、政党助成金が増えたことが増加の主な理由で、収入の８１％を占めています。
社民党は、前の年より４．１％増えて１０億１０００万円で、政党助成金が収入の４６％、機関紙の発行などの「事業収入」が３２％を占めています。
日本のこころを大切にする党は、前の年より３６．９％減って９億６０００万円で、政党助成金が収入の６６％を占めています。
自由党の前身の生活の党は、前の年より５４．６％減って３億８０００万円で、政党助成金が全体の８６％を占めています。
去年１月に設立された、日本を元気にする会は１億６０００万円で、政党助成金が収入の７４％を占めています。現在は、政党の要件を満たしていません。
日本維新の会の前身で、去年１１月に設立された、おおさか維新の会は、政治団体からの寄付のみの５万円となっています。
一方、解散した政党のうち、当時の民主党と合流して解散した維新の党は３２億円で、政党助成金が収入の８３％を占めました。
太陽の党は２億２０００万円で、政治団体からの寄付が収入の９０％を占めました。
新党改革は１億３０００万円で、政党助成金が全体の８１％を占めました。
改革結集の会は４万円で、全額が個人からの献金でした。
国会議員関係団体の政治資金 ３億５０００万円が飲食に
ＮＨＫ11月25日 18時59分
総務省が２５日に公表した政治資金収支報告書を、ＮＨＫが調べたところ、去年、国会議員に関係する２００余りの政治団体で、少なくとも合わせて３億５０００万円が飲食に使われていたことがわかりました。専門家は「飲食は政治活動に必要なのか線引きがあいまいで、どのような意味があるのか説明できることが大事だ」と指摘しています。
ＮＨＫは、総務省に届けられた去年の政治資金収支報告書のうち、３７３人の国会議員に関係する５３８の政治団体について、政治資金の使いみちを調べました。
このうち、飲食費としてレストランやバーなどに支出をしていた団体は４割近い２１２に上り、少なくとも合わせて３億５０００万円余りの政治資金が飲食に使われていました。
中には、銀座や赤坂の会員制の高級クラブを頻繁に利用する団体もあり、クラブを運営する会社への支払いだけで、年間９００万円余りに上るケースもありました。
女性従業員が接客するキャバクラなどへの支出もありました。
政治資金の飲食への支出をめぐっては、東京都の舛添前知事が自宅近くのレストランなどの利用について「政治活動に利用したことが確認できない」として返金を表明したほか、国会議員の団体がキャバクラやスナックの支払いを返金したケースもあります。
政治資金に詳しい駒澤大学の富崎隆教授は「多くの国会議員の政治資金には、政党交付金として税金が一部入っており、何に使ったか市民から厳しく見られてもしかたない。政治活動に必要なのか線引きがあいまいなので、使いみちにどのような意味があるのか説明できることが大事だ」と話しています。
ＮＨＫが調べた国会議員に関係する政治団体の飲食費のうち、一度に１０万円以上を支払ったケースは７６１回に上りました。
支払い先は料亭を含む日本料理店が１９１回で最も多く、次いで、フランス料理やイタリア料理といった西洋料理のレストランが１３６回、中国料理が１１３回、焼き肉やしゃぶしゃぶの店への支出も８０回と目立ちました。
東京の銀座や赤坂、六本木の店が多く、中にはなかなか予約が取れない人気店や、料理だけで１人３万円以上するとされる高級店の利用もありました。
カラオケ店への支出もあります。生演奏でカラオケが楽しめる店に８回で合わせておよそ１５０万円を支払っている団体もありました。
月別では、年の瀬の１２月の支払いが８２回と最も多く、ある国会議員の団体は、赤坂のフランス料理店で「忘年会飲食代」として
「安倍１強」に期待か　自民に献金増加　１５年政治資金
朝日新聞デジタル大城大輔、二階堂勇2016年11月25日17時00分

自民と民主（現民進）の収入総額と自民への企業・団体献金の推移


　２０１５年の自民党への企業・団体献金は約２２億９千万円で、大型の国政選挙がなかったにもかかわらず、衆院選のあった１４年より約８千万円（４％）増えたことが、２５日の総務省公表の政治資金収支報告書でわかった。自民が政権復帰後、献金額は３年連続で増えており、「安倍１強」の安定感に対する期待があらわれた形だ。
　三菱東京ＵＦＪ銀行、三井住友銀行、みずほフィナンシャルグループの３メガバンクが１９９７年以来、１８年ぶりにそろって献金を再開し、２千万円ずつを納めた。金融危機による経営悪化で政府から巨額の公的資金の注入を受けたため献金を見送っていたが、０６年に公的資金を完済。経団連の呼びかけを受け政治献金を復活させた。
　経団連は、会員企業に対し、政治献金の呼びかけを１４年に再開。法人税の実効税率の引き下げや原発再稼働など自民の政策を評価する形で、安倍政権との関係強化を進めている。過去１０年間の自民への企業・団体献金は野党時代の１１年（約１３億２千万円）が最少で、その後は上昇傾向が続く。
　自民の１５年の収入総額は約２６２億８千万円（前年比１０％増）。一方、最大野党の民主党（現民進党）は約９４億２千万円（同２１％増）。それぞれ１４年衆院選で納めた供託金の返金もあり、収入総額が増えた。民主は０９年衆院選で「企業・団体献金の禁止」を掲げて政権交代した直後の１０年を最後に、企業献金は受けていない。１５年は支持団体の連合から１００万円の寄付だけを受けていた。
　両党については、自民が党本部と政治資金団体「国民政治協会」、民主が党本部と政治資金団体「国民改革協議会」を合算した。（大城大輔、二階堂勇）
蓮舫氏、政治資金９割は党から　前原氏は…　収支分析
朝日新聞デジタル2016年11月25日17時03分

定例記者会見で質問に答える、民進党の蓮舫代表＝２０１６年１１月１７日午後３時３分、東京・永田町の民進党本部、岩下毅撮影　


　直前の３年間とは打ってかわって大型の国政選挙がなく、「安倍１強」が続いた２０１５年。それでも政治家は日頃の政治活動に充てる資金を集めようと走っていた。来月には衆院議員の４年の任期が折り返しを迎える。今月２５日までに公開された政治資金収支報告書を分析し、カネの動きを探った。
　最大野党の民進党（１５年当時は民主党）のリーダーたちの資金の集め方はどうか。
　報告書によると、蓮舫代表の資金管理団体と政党支部を合算した総収入は１５９６万円と少ないのが特徴だ。党からの寄付が９１％を占め、個人献金は４％。企業や団体からの寄付は０９年以降、受け取っていない。
　報道番組キャスターなどで得た知名度は抜群。解散がない参議院の議員であることもあり、衆院議員と比べて地盤固めにはカネがかからないとも読める。
　細野豪志代表代行は００年の初当選以来、個人からの寄付が頼りだ。総収入４１２８万円のうち、自身が寄付した分を除いた個人献金が５８％を占める。企業や団体からは献金を受け取っていない。
　企業・団体献金を受けるのは前原誠司元外相だ。代表を務める政党支部のある京都府選管は報告書をまだ公表していないが、１４年分をみると企業や団体からも資金を集め、総収入は６５９６万円。蓮舫氏の１５年分の４倍にあたる。
　報告書には、３氏がそれぞれ所属する党内のグループのありようも映る。
　蓮舫氏が入る「花斉会」や、前原グループ「凌雲会」は代表選で活動することがあっても資金集めはしない。一方、細野氏の「自誓会」は資金集めをする。１５年２月のパーティーでは５１５４万円の収入を得た。収入は自民党の派閥のように所属議員らに分配した。結束力を高め、党内の一定勢力を誇示する狙いがある。
「ポスト安倍」の集金力は　２０１５年の政治資金を分析
朝日新聞デジタル2016年11月25日17時02分

「ポスト安倍」の自民議員の収入




　直前の３年間とは打ってかわって大型の国政選挙がなく、「安倍１強」が続いた２０１５年。それでも政治家は日頃の政治活動に充てる資金を集めようと走っていた。来月には衆院議員の４年の任期が折り返しを迎える。今月２５日までに公開された政治資金収支報告書を分析し、カネの動きを探った。
　岸田文雄外相は１億６１５万円、菅義偉官房長官は１億３２７万円、小泉進次郎氏は７３８１万円、石破茂・前地方創生相は６３３５万円――。「ポスト安倍」と目される国会議員ら、自民党有力議員の資金管理団体と代表を務める政党支部を合算した総収入を比べると、岸田氏と菅氏が１億円を突破した。
　岸田氏は、１２年末の第２次安倍政権発足から重要閣僚にとどまる派閥のリーダーだ。政治資金パーティーの収入が前年より２割増収し、パーティー収入が７６％を占めた。派閥内では存在感の薄さに不満の声も漏れるが、集金力は群を抜いた。
　安倍政権の要職にある菅氏はパーティーで総収入の６９％、７１３４万円を集めた。首相官邸近くのホテルで４回、地元横浜市内で経済界との「朝食会」を開くなどした。
　若手で資金が豊富なのが小泉氏だ。年７回のパーティーで総収入の５８％にあたる４２９０万円を得た。１００万円超の大口を含む個人献金は１９％を占める１３７５万円で知名度に支えられた集金力があるようだ。
　石破氏も総収入の多くがパーティーによるもので、４７％を占めた。企業や団体からの献金は１８％にあたる１１０９万円あったが、前年と比べて約１２００万円減った。今年８月の内閣改造で「無役」となったが、発信力に力を入れる。メールマガジンの購読料は少額だが収入源になっている。
　野田聖子元総務会長は代表を務める政党支部のある岐阜県選管が報告書を２５日時点で公表していない。資金管理団体分だけをみると収入は５２８３万円。このうち６４％にあたる３３９１万円が、１５年９月の総裁選に立候補を模索している最中に開いたパーティーだった。総裁選の立候補を見送ったが、この年はパーティーで計５０９３万円を得ていた。
　１５年は党政調会長の要職にあった稲田朋美防衛相は、資金管理団体だけで石破氏の資金管理団体と政党支部分の合算した総収入を超える収入を得ていた。借入金を含め８８１６万円。全国各地の４００人以上から１４００万円の献金を受けていた。
　次の総裁選は１８年。総裁任期は現行の「連続２期６年」から「連続３期９年」に延長され、安倍晋三総裁（首相）の３選も可能になる。その安倍氏の総収入は１億４５２４万円だった。
甘利氏代表の自民支部に寄付　金銭授受問題の建設会社
朝日新聞デジタル2016年11月25日21時46分
　金銭授受問題を受けて経済再生相を辞任した甘利明衆院議員（自民）の関連政治団体に対し、都市再生機構（ＵＲ）への口利きを甘利氏に依頼したとされる千葉県白井市の建設会社が、２０１５年に計２４万円の寄付をしていたことがわかった。神奈川県選挙管理委員会が２５日公表した政治資金収支報告書で判明した。
　甘利氏が代表を務める「自民党神奈川県第十三選挙区支部」の収支報告書によると、寄付を受け取ったのは１５年１月～１２月に計１１回。甘利事務所は「返金の意思を伝えており、応答待ちだ」としている。
　甘利氏は、千葉県内の道路用地の補償交渉で同社側の依頼を受けてＵＲに口利きし、見返りに現金を受け取ったとして刑事告発されたが、東京地検は元秘書らとともに不起訴処分（嫌疑不十分）としている。
しんぶん赤旗2016年11月26日(土)

自民　３年前から１０億円超増　１５年資金報告　企業・団体献金　法人減税の“見返り”鮮明

　報告書を提出した政党本部・政党支部や政治団体３０５２団体の総収入は、１４年に比べ３０億１３００万円増（２・８％増）の１１０２億３５００万円。寄付（献金）収入は２・３％増え、政治資金パーティー収入も前年比９・９％増となりました。支出は、１００４億４９００万円で、前年比６７億円減（６･3%減)でした｡

　総務省は２５日、２０１５年の政治資金収支報告書（総務相届け出分）を公表しました。
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　このなかで、１２年末の自民党政権復活以降、自民党への企業・団体献金が連続で増加していることがわかりました。安倍政権が法人税減税などの大企業優遇政治を進め、その“見返り”として献金を受けとる構図がますます鮮明になっています。

　自民党本部の政治資金の受け皿となっている政治資金団体「国民政治協会」が集めた企業・団体献金は、前年比３４００万円増の２７億２８２７万円。このうち名前が公表される献金額５万円以上の企業・団体（政治団体を除く）は１１８８社・団体で、前年より２０増。１０００万円以上の大口献金をした企業・団体は前年より３増の６０にのぼります。

　国内の主要な大企業や業界団体が参加する日本経済団体連合会（経団連）は、自民党の政権復帰に合わせ１３年から政治献金の呼び掛けを再開。事実上、経団連に政策が近い自民党などへの献金を促すもので、国民政治協会への企業・団体献金を１２年と比べると、実際に１０億円以上も増えています。

企業・団体献金２６億３７００万円　４年連続増加　大手３行再開

東京新聞2016年11月26日 朝刊
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　政党が献金の受け皿とする「政治資金団体」や政党が昨年一年間で企業や団体から受け取った献金が前年比２・６％増の二十六億三千七百万円に上り、四年連続で増加したことが、二十五日公表の二〇一五年分政治資金収支報告（中央分）で分かった。ＪＲ東日本が初めて献金し、大手銀行三行も再開するなど、企業団体献金の復活傾向が際立っている。

　企業団体献金は、〇〇年から政治資金団体と政党のみに限定された。民主党政権誕生前年の〇八年から減少が続いたが、自民党が政権復帰した一二年から増加に転じ、一四年には経団連が五年ぶりに会員企業に献金呼び掛けを再開した。

　内訳は自民党の政治資金団体「国民政治協会」（国政協）二十二億九千五百万円、自民党一億八千七百万円、民主党一億三千三百万円など。企業団体献金が、政治資金団体と政党の収入に占める割合は３・１％。

　ＪＲ東日本は、一九八七年の国鉄分割民営化以降、ＪＲグループで初めて国政協に二千万円を献金。みずほフィナンシャルグループ（みずほ銀行）、三井住友銀行、三菱東京ＵＦＪ銀行もそれぞれ国政協に二千万円を献金した。大手行は一九九八年の公的資金投入以降、献金を自粛していた。ＪＲ東、全国銀行協会はいずれも「社会貢献の一環」と説明する。

　献金額が多い企業や団体は日本自動車工業会八千四十万円、日本鉄鋼連盟八千万円など。

◆日医連へ「迂回」寄付

　日本医師会の政治団体「日本医師連盟」（日医連）が都道府県の医師連盟（医連）から、第三の政治団体を経由させる手法で、政治資金規正法で定める年間上限額の五千万円を実質的に超えた寄付を受けていたことが、二〇一五年政治資金収支報告書で分かった。政治資金制度に詳しい岩井奉信（ともあき）・日本大教授は、同様の手法が定着すれば制度の形骸化につながりかねないと指摘する。（藤川大樹、皆川剛）

　第三の政治団体を経由した寄付は一五年の日本歯科医師連盟（日歯連）による迂回（うかい）献金事件でも焦点となった。日歯連事件は支援政治家側への献金だったが、日医連の場合は都道府県の医連と日医連との間の資金移動だった。

　一五年収支報告書によると、日医連に実質的に上限額を超えた寄付をしたのは東京都医師政治連盟（都医連）と福岡県医連。

　都医連は同年十一月三十日、日医連に五千万円を、政治団体「医療問題懇話会」に三千六百三十四万円をそれぞれ寄付。「懇話会」は二日後に同額を日医連に寄付し、計八千六百三十四万円が実質的に都医連から日医連に流れた。

　福岡県医連と日医連の間でも別の政治団体を経由するなどして計七千八百八十一万円が移動した。

　両医連のケースでは、いずれも経由先の団体と日医連の所在地と代表者が同じだった。日医連は取材に「会員数が多い医連は寄付額も多い。五千万円超の場合は別の政治団体も経由して受け取り、法には触れない」とした。

　岩井教授は「日医連のやり方を見逃せば迂回献金を認めることにもつながる。政治団体を増やせば抜け道はできる。連結決算のような仕組みなど対策が必要」と話す。

　収支報告ではこのほか、労働組合や業界団体の政治団体から、支援する政治家に関係する複数の政治団体に合計で五千万円超が献金される例も複数あった。該当する国会議員の一人は取材に「いずれの団体も活動目的が異なり経理も区分されている」として、問題はないとの見解を示した。

しんぶん赤旗2016年11月26日(土)

大規模資金集めパーティー　安倍首相と主要３閣僚　３年連続　自ら決めた「大臣規範」守れず

　安倍晋三首相と３人の主要閣僚が大規模な資金集めパーティーの開催自粛を「大臣規範」で何度も申し合わせていながら、これに反し内閣発足から３年連続で開いていたことがわかりました。総務省が２５日に公表した２０１５年分の政治資金収支報告書で明らかになったもの。首相を先頭に自らが決めたルールを平気で破る政治姿勢が厳しく問われます。

（矢野昌弘）
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（写真）安倍首相や岸田外相が大規模なパーティーを開催した東京都港区内のホテル


　３年連続で大規模な政治資金パーティーを開いていたのは、安倍首相、麻生太郎財務相、岸田文雄外相、甘利明経済再生相（１５年当時、口利き疑惑で今年１月辞任）の４人。１２年１２月の第２次安倍内閣発足以来の中核メンバーです。

　同報告書によると、４人の資金管理団体は、１３、１４年に引き続き１５年も、政治資金規正法で「特定パーティー」と呼ばれる１回の収入が１０００万円以上の大規模な政治資金パーティーを開催していました。（表参照）

１回２千万円超

　安倍首相の資金管理団体「晋和会」は、１５年に３回の「朝食会」を開催し、１回ごとに２０００万円を超える収入を得ています。岸田外相と甘利氏も大規模なパーティーを３回開催しました。

　麻生財務相は１回のみの開催ですが、そこで６６００万円もの資金を集めています。

　０１年に閣議決定された「国務大臣、副大臣及び大臣政務官規範」は「政治資金の調達を目的とするパーティーで、国民の疑惑を招きかねないような大規模なものの開催は自粛する」と明記しています。

　内閣発足後に開かれる初閣議では毎回、全閣僚に「規範」が徹底されています。１２年１２月の第２次安倍内閣発足以降、内閣改造などのたびに１５年末までに計４回、「規範」の徹底が行われています。

４人のほかにも
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　閣議の議事録によると、菅義偉官房長官が「これ（『規範』）を遵守されるようお願いいたします」などと注意喚起しています。

　しかも安倍内閣は１４年５月に「規範」の改正を閣議決定しています。改正した｢規範｣にも引き続き、大規模パーティーの自粛が盛り込まれており、安倍首相らは５度以上も｢規範｣を確認していることになります。

　それにもかかわらず、大規模パーティーを毎年開催しているのです。

　この４人の他にも、塩崎恭久厚生労働相、加藤勝信１億総活躍相、遠藤利明五輪担当相（当時）、林芳正農水相（同）、宮沢洋一経産相（同）、林幹雄経産相（同）の６人が、在任中に大規模なパーティーを開催していました。

　また世耕弘成経済産業相も官房副長官に在任中だった１５年当時に開催しています。

しんぶん赤旗2016年11月26日(土)

三大メガバンク　自民党に献金再開　１５年　政治資金報告　２０００万円ずつ

　総務省は２５日、２０１５年の政治資金収支報告書を公表しました。これによると、昨年末、経団連の呼び掛けに応じ、１８年ぶりに政治献金を再開することを表明していた三大メガバンクが、自民党の政治資金団体、国民政治協会に各２０００万円の献金をしていたことがわかりました。

　銀行業界は、不良債権処理のため、国民の税金である公的資金が投入されたことを受け、１９９８年から献金を自粛してきました。

　収支報告書によると、当時の全国銀行協会の会長行だった、みずほフィナンシャルグループが先陣を切って１２月２１日に、続いて三井住友銀行が２５日、三菱東京ＵＦＪ銀行が２８日と、各２０００万円を献金しています。

　企業献金は、そもそも見返りを求めるワイロ性のあるものですが、預金者のお金を原資に成り立つ公共性の高い銀行が政治献金をすることは、とりわけ問題です。

　しかも、銀行業界は自民党に巨額の無担保融資を続けています。自民党の政治資金収支報告書によると、三菱東京ＵＦＪ銀行１６億５０００万円、みずほ銀行、三井住友銀行各１６億円の３行で計４８億５０００万円の融資残高があります。

　国民には低金利を押し付けながら、政権政党に多額の献金、融資をする姿勢に批判が高まるのは必至です。

衆院区割り、年明け作業本格化＝２０都道府県、１００選挙区対象に
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　衆院選挙区画定審議会（区割り審、会長・小早川光郎成蹊大客員教授）が２５日開かれ、年明け以降、見直し作業を本格化させる方針を確認した。対象は２０都道府県の約１００選挙区に上りそうだ。来年５月２７日までに新たな区割り案を勧告し、政府が次期通常国会に公選法改正案を提出する。
　２５日の会合では、見直し対象の２０都道府県の知事の意見書を集約。年末までに見直し方針をまとめる予定で、選挙区内の自治体分割を避けることなどが盛り込まれる見通しだ。
　今年５月に成立した衆院選挙制度改革関連法は、国勢調査に基づき、６県の小選挙区数をそれぞれ１減する「０増６減」や１票の格差を２倍未満に抑えるよう求めている。
　「０増６減」の対象は、青森、岩手、三重、奈良、熊本、鹿児島の６県。さらに、２０２０年の人口予測で人口が最少となる鳥取県▽人口最少の鳥取１区と比べ格差２倍以上となる３１選挙区▽鳥取１区の人口を下回る選挙区－で見直しが必要となる。隣接自治体も含めると最終的に１００近い選挙区が対象となる見込みだ。　
　格差２倍以上の３１選挙区は東京や神奈川、埼玉、愛知、大阪、兵庫など都市部が占める。東京は全２５選挙区のうち１３選挙区が２倍以上となり、隣接区を含めると区割り調整の対象はさらに広がりそうだ。
　衆院選挙制度改革をめぐっては、２０年の大規模国勢調査後に人口比を反映させやすい新たな定数配分方法「アダムズ方式」を導入する予定で、今回の区割り改定は暫定的な措置と位置付けられている。

◇区割り見直し対象
　▽都道府県
　【定数１減】
　青森　（４→３）
　岩手　（４→３）
　三重　（５→４）
　奈良　（４→３）
　熊本　（５→４）
　鹿児島（５→４）
　【人口最少県】
　鳥取

　▽選挙区（見込み）
　【鳥取１区と比べ格差２倍以上】
　北海道　１区、２区
　宮城　　１区
　埼玉　　１区、２区、３区
　千葉　　４区
　東京　　１区、２区、３区、５区、６区、７区、８区、１１区
　　　　　１６区、１９区、２２区、２３区、２４区
　神奈川　７区、１０区、１３区、１４区
　愛知　　７区、１２区
　大阪　　１区、４区
　兵庫　　６区、７区
　福岡　　２区
　【鳥取１区より人口が少ない】
　宮城　　５区
　福島　　４区
　愛媛　　２区、４区
　長崎　　３区、４区（時事通信2016/11/25-20:39）
衆院区割り審　２０知事の意見精査　年内に作成方針決定
毎日新聞2016年11月25日 22時05分(最終更新 11月25日 22時05分)
　衆院選挙区画定審議会（区割り審、会長・小早川光郎成蹊大客員教授）は２５日、総務省で会合を開き、２０１５年国勢調査の確定値に基づいた区割り見直しの対象となる２０都道府県の知事が提出した意見を精査した。これらの意見を反映させ、年内に区割りの作成方針を決定し、年明けに具体的な見直し作業に着手することを確認した。来年５月２７日までに新たな区割り改定案を安倍晋三首相に勧告する。 
　見直し作業は、５月に成立した衆院選挙制度改革関連法に基づいて実施される。「０増６減」対象の青森、岩手、三重、奈良、熊本、鹿児島の６県では小選挙区数が１減となり、全面的な区割りの見直しが必要となる。さらに、２０年の予測人口が最少と見込まれる鳥取県▽人口最少選挙区である鳥取１区と比べ１票の格差が２倍以上になると見込まれる選挙区▽鳥取１区の人口を下回ると見込まれる選挙区も見直し対象となり、北海道や東京、大阪、愛知、福岡など１４都道府県の区割りも変わることになる。 
　小早川氏は、２０都道府県からの具体的な意見を明らかにしなかったが、「地域の一体性や交通条件などを配慮してほしい」「市町村が複数選挙区に分割されることのないようにしてほしい」といった意見があったほか、定数が１減となる６県については削減に懸念を示す意見もあったという。 
　区割り審はこれらの意見を基に「選挙区が飛び地にならないようにする」などの方針を作成する。小早川氏は会合後、記者団に対し「基本方針次第で、（区割り見直しの）対象となる選挙区数が変わってくる」と述べた。【光田宗義】 
社説　軍事情報協定　日韓の対北連携効果が高まる

読売新聞2016年11月25日 06時02分

　日本と韓国が、北朝鮮の核・ミサイル開発の脅威に円滑で迅速に共同対処できるようになった意義は大きい。

　日韓両政府は、防衛機密を共有する軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）に署名した。協定では、相手国から提供された軍事関連の文書や画像を「秘密軍事情報」として保護を義務づけることなどを定めている。

　日本は、特定秘密保護法に基づいて秘密情報を管理する。

　岸田外相は「北朝鮮は次元の異なる脅威となり、日韓協力の重要性が高まっている」と強調した。韓国国防省も「日本の情報能力活用は韓国の安全保障の利益になる」との談話を発表した。

　ＧＳＯＭＩＡが効果を発揮するには、両政府が具体的な運用の仕組みを整えて、早期に情報交換を開始することが欠かせない。

　協定発効で、日本は、北朝鮮西部からの弾道ミサイル発射情報、脱北者から収集した北朝鮮内部の動きなどの入手が可能となる。

　韓国は、日本の偵察衛星が撮影した北朝鮮の画像や、海上自衛隊哨戒機による北朝鮮の潜水艦展開に関する情報などを得られる。

　２０１２年、韓国の李明博政権は国内の反発を理由に、協定署名の直前になって白紙撤回した。日韓の情報共有は、米国を介した限定的なものにとどまっていた。

　朴槿恵政権が署名に踏み切ったのは、北朝鮮が今年、２度の核実験と２０発以上の弾道ミサイル発射を強行したことに危機感を強めたためだろう。

　米国も「日韓両国と緊密に調整しながら、朝鮮半島の非核化への取り組みを続ける」と表明した。質の高い情報を瞬時にやり取りできるようになれば、日米韓の安保協力が一層深化し、抑止力強化につながることは間違いない。

　日本側は北朝鮮関連に加え、朝鮮半島有事の際の在韓邦人救出、米軍への物資補給などに関する情報提供を求めていく方針だ。

　自衛隊と韓国軍の共同訓練を本格化させることも大切である。

　韓国は、米の最新鋭ミサイル防衛システム「最終段階高高度地域防衛（ＴＨＡＡＤ）」の韓国配備にも協力してもらいたい。

　懸念されるのは、朴大統領の友人による国政介入事件の影響だ。野党は「国民の信頼を失った大統領が行うことではない」と署名を批判し、協定の無効を要求する。国会で朴氏の弾劾案を可決し、罷免を目指す構えだ。

　協定が破棄されれば、北朝鮮を利するだけである。

社説　日韓の情報協定　共通の脅威への備えだ
毎日新聞2016年11月25日　東京朝刊
　日本と韓国は、北朝鮮の核という現実の脅威に直面している。両国による情報共有を進めるのは、意義のあることだ。 
　日韓両政府が軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ＝ジーソミア）に署名し、発効させた。 
　日本は、韓国のイージス艦が黄海上でとらえた北朝鮮のミサイル発射情報や脱北者らを通じて韓国が入手した情報を得ることができる。韓国は、北朝鮮による潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）開発への対応を迫られており、日本の対潜哨戒能力への期待が高い。互いに情報を補完すれば、的確な判断を素早く行えるようになる。 
　日韓両国は米国の同盟国であり、北朝鮮の脅威への対処は日米韓３カ国の協力が基本である。その中で最も弱かった日韓の安保協力を強化することは自然なことだ。 
　協定は、相手国から受け取った情報の目的外使用や漏えいをしないと約束するものだ。秘密情報を渡す前提となるものであり、情報提供を義務付けるわけではない。日本は米国やインドなど７カ国・機関と、韓国もロシアを含む３０カ国以上と同様の協定を締結済みだった。 
　日韓は２０１２年にも締結しようとしたが、韓国世論の反発で署名式直前に取りやめとなっていた。代替策として米国を介した情報交換の枠組みが１４年にできていたが、日韓が直接やり取りすることで情報交換を迅速化できる。 
　気掛かりなのは、朴槿恵（パククネ）大統領を巡る疑惑による政治的混乱の中での署名となったことだ。朴大統領は北朝鮮の核開発進展に危機感を強めて署名に踏み切ったが、支持率が１桁に落ち込み、退陣要求を受ける中で強行したことへの批判は強い。 
　韓国の野党は「日本の軍事大国化を助ける」などとも批判している。歴史的経緯から日本との安保協力に警戒感を抱くことは理解できるが、協定の内容を考えると無理のある主張だと言わざるをえない。 
　韓国ではさらに、日米韓の安保協力強化が対中関係を悪化させるという懸念も目立つ。だが、日米韓が連携したうえで、中国とも協力することはできるはずだ。 
　協定は、日韓どちらかが破棄を通告しなければ１年ずつ更新されていく。韓国野党の一部には破棄を主張する声もあるが、政権交代したとしても日米韓の情報トライアングルは維持すべきであろう。 
　不透明さの増す東アジア情勢を考えれば、協定の有用性が変わることはない。日韓両政府には、難産だった協定を慎重かつ着実に運用する実績を積み重ねてほしい。それが、韓国世論の理解を得て日韓の協力を定着させる道につながるはずだ。 
社説　日韓軍事情報　秘密拡大の懸念が残る
北海道新聞11/25 08:55
　日韓両政府は互いに防衛秘密を提供し、共有することを可能にする軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）を締結した。
　核・ミサイル開発を加速させる北朝鮮に対し、日韓の安全保障協力を強化し抑止を図り、有事の迅速な対応につなげる狙いがある。
　北朝鮮に関する機密情報の日韓間のやりとりは米国経由に限られていた。北朝鮮が危険な挑発を続ける現状では、隣国同士の直接交換に一定の意義はあるだろう。
　ただ、特定秘密保護法に基づき政府が軍事情報保護の名目で秘密を拡大していく口実となる懸念も残る。安易な特定秘密指定があってはならないのは当然だ。
　協定によって韓国側には、探知・分析の能力に定評がある海上自衛隊の哨戒機が得た北朝鮮の潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）の情報などに期待が大きい。
　日本にも、韓国が軍事境界線付近での傍受や脱北者を通じて得た北朝鮮の内部情報は有益だろう。
　だが協定が特定秘密保護法を前提にしているのは看過できない。
　協定は両政府が提供された情報を全て秘密指定にするとし、相手国の承認なく第三国に提供することや目的外使用を禁じた。
　日本での秘密指定は「秘」「極秘」と特定秘密保護法上の「特定秘密」の３段階あるが、大半は特定秘密になる見込みだという。
　特定秘密保護法は秘密の定義があいまいで、「何が秘密かも永久に秘密」となりかねない悪法だ。
　外交や安保の秘密を保護するのは当然だが、協定を隠れみのにして、秘匿する必要のない情報まで際限なく特定秘密にするような運用は断じて認められない。
　韓国では協定締結に野党や世論の根強い反対があった。朴槿恵（パククネ）大統領が親友女性による国政介入疑惑で窮地に陥っていることに加え、植民地支配を受けた日本との安保協力に対する警戒感からだ。
　安保法制が施行され自衛隊と米軍の一体化が加速している。専守防衛の原則の変質が進めば、日韓の信頼関係も失われるだろう。
　北朝鮮に核放棄を迫るには中国の協力も欠かせない。その中国は韓国が米国の高高度防衛ミサイル（ＴＨＡＡＤ）の配備を決定したことに反発しており、日韓の協定締結にも不快感を示した。
　来月には日本で日中韓首脳会談が予定されている。国連安全保障理事会での制裁を強化しつつ、北朝鮮との対話の糸口を探るためには、会談を成功させ日中、中韓の溝を埋めなければならない。
社説　ＴＰＰ発効絶望的／立ち止まって再考する時だ
河北新報2016年11月25日金曜日
　何とも理解し難い。環太平洋連携協定（ＴＰＰ）を巡る安倍政権の姿勢である。
　きのうの参院特別委員会で安倍晋三首相は、協定の承認と関連法案の成立を今国会で目指す方針に「いささかも変化はない」と強調した。
　ＴＰＰ発効にその承認が不可欠な米国のトランプ次期大統が２１日、来年１月の就任初日にＴＰＰ脱退を通告すると表明した。このことに関してだけは、大統領当選後も変わりのないことを明確にしたのにもかかわらず、である。
　安倍首相がトランプ氏と会談してから、わずか４日後のことだ。自由貿易とＴＰＰの重要性を説いた首相に、トランプ氏はどう応じたのか。そのことはきのうの審議でも明らかにはされず、会談の意義については疑問が残る。
　ただ、確かなのはトランプ氏の脱退明言で、ＴＰＰの発効は絶望的になったことだ。そのことは、日本を含め参加１１カ国に再考を迫るものだ。
　それでも、日本は自由貿易の、そしてＴＰＰの旗振り役として「立ち止まることはできない」（石原伸晃経済再生担当相）のだという。
　だが、その承認を急ぐ姿勢を改め、ここは立ち止まって次期米政権の出方を見極めつつ、通商政策の在り方を点検し練り直すべきではないか。
　安倍政権がもくろむように国内外の圧力で、仮にトランプ氏が翻意したとしても、再交渉を求めてくるのは想像に難くない。一方でトランプ氏は「米国に雇用や産業を取り戻す」ため、２国間での貿易交渉にかじを切る構えだ。
　再交渉にしても２国間交渉にしても、トランプ政権にとって米国の利益が第一だ。ＴＰＰ合意以上の農産物の市場開放を含め、厳しい要求を突き付けてくるのは必至だ。
　次期政権の通商戦略を探りつつ、そうした事態にどう対応するか、検討が必要だ。
　確かに、トランプ氏の保護主義的言動には憂慮を禁じ得ない。１９３０年代に自国の利益を優先する保護貿易が台頭し、第２次大戦の一因になったことを忘れてはならないし、繰り返してはならない。
　ただ、自由貿易とグローバル化の進展には痛みと副作用が伴う。競争力のない産業は淘汰（とうた）され、その従事者は職を失う。富が一握りの人々に集中し、貧富の差が拡大する。
　ＴＰＰを巡っても、日本では農業や地方に及ぶ影響が懸念され、多国籍企業に有利なルールだとの批判が強い。
　自由化の行き過ぎが生む、そうしたひずみをどうただすのか。そんな観点から通商政策と国内政策を点検し、その改善策を練る必要がある。
　自由貿易を推進し経済成長を図ろうとするのは、国民一人一人の暮らしを豊かにするためではないのか。成長は手段であり、目的ではない。成長戦略の柱とされるＴＰＰが頓挫しそうな今こそ、そうした経済の原点を見つめ直すことが大切なのではないか。
社説　衆院選の区割り/単なる数合わせではこまる
福島民友新聞2016年11月25日 08時23分 
　「違憲状態」が続く衆院選の議員１人当たりの有権者数の差、いわゆる「１票の格差」是正は不可欠だが、単なる数合わせの選挙区見直しに終わらせてはならない。
　首相の諮問機関「衆院選挙区画定審議会」（区割り審）が、１票の格差の是正に向け、小選挙区定数を「６」削減したり、格差を２倍未満に抑えたりするための区割り案の策定を本格化させる。
　衆院小選挙区は、その地域の民意を的確に反映できることが大前提だ。選挙区内の実情を十分に把握した上で、有権者が納得できるような区割り案を策定すべきだ。
　定数の削減は「０増６減」で行われ青森、岩手両県など６県では区割りを大幅に変更することが確実になっている。さらに本県など１４都道府県では、隣接する選挙区との境界の変更を検討し、１票の格差を２倍未満に抑える考えだ。
　選挙区の境界を変更する１４都道府県は、２０１５年国勢調査と２０年の予測人口を基準に、人口が最も少ない鳥取県の最少選挙区よりも人口が少ない選挙区があったり、１票の格差が２倍以上だったりした。１４都道府県の１６１選挙区のうち「７０～７５程度」が境界見直しの対象になると想定される。
　衆院選の１票の格差を巡っては最高裁が０９年選挙以降３回連続で「違憲状態」と判断し、格差の是正は喫緊の課題だ。しかし、１票の格差の是正を優先するあまり、人口減少が進む地方の意見が国政に反映されにくくなるようなことがあってはならない。
　本県では、福島４区が区割り変更の検討対象になっている。国勢調査による４区の人口は２７万６７０３人で、鳥取の最少選挙区である２区の２８万３５０２人を下回ったためだ。４区は予測人口でも鳥取の最少選挙区を下回った。
　会津全域を範囲とする福島４区は１区の福島市、２区の郡山、二本松両市と大玉村、３区の天栄、西郷両村と接しており、区割り変更ではこれらの一部を４区に組み入れることが検討されるとみられる。
　しかし会津と中通りは経済や生活圏域が異なる。また会津は中選挙区制時代、県南、県中の市町村（郡山市は一部）が同一の選挙区だったが、小選挙区制が導入されて約２０年がすぎ、政治的なつながりは薄れてきている。地域としての一体性も考慮し検討すべきだ。
　本県では震災と原発事故の影響で大勢の県民が避難している状況にある。内堀雅雄知事は区割りに対する意見で、地域特性や震災の特殊事情について配慮を求めている。区割り審には震災の影響を踏まえた対応も求めたい。
社説　西普天間土地評価　基地跡地利用に禍根残すな

琉球新報2016年11月25日 06:02 
　米軍基地の跡地利用は地権者の理解と協力が成否を左右する。土地の取得に当たっても、地権者に不信感や不利益を与えるような行為があってはならない。
　宜野湾市が２０１４年、米軍キャンプ瑞慶覧・西普天間地区の返還前に土地を先行取得する際、宅地見込地は返還後、県道沿い以外は評価額が下がると地権者に説明していた。市は同年、１平方メートル当たり３万８５００円で土地を買い取った。
　ところが医学部付属病院の移転を予定する琉球大学は今月、１平方メートル当たり４万４２００円～９万５５００円を提示した。最大で市の単価の約２・５倍である。市の説明に応じて土地を売却した地権者は不利益を被ることになる。
　区画整理事業による評価を加味していなかったというのが市の説明だ。しかし市は１３年、区画整理事業の導入方針を市議会で示しており、市の説明には疑問が残る。
　改正前の跡地利用推進特別措置法（跡地法）は、地権者が税控除を受けられる土地の先行取得は返還前に限定しており、市は対応を迫られた。しかし、評価額が下がるという説明が誤解を与え、地権者に売却を急（せ）かしたことは否定できない。
　跡地法に基づく基地跡地利用について内閣府は区画整理事業が「一定程度前提にある」としている。区画整理事業による評価を加味しないまま評価額が下がるとした市の説明は、跡地法の規定に照らしても配慮に欠けたと言えよう。
　琉球大の提示額の差額について地権者の間で不満が出ているという。市はなぜそのような説明をしたのか経緯を明らかにし、説明責任を果たすことで地権者の疑問や不満を払拭（ふっしょく）すべきだ。このままでは西普天間地区の跡地利用で大きな禍根を残すことになる。
　市の中心部に米軍普天間飛行場を抱え、効果的な土地利用ができなかった宜野湾市にとって、西普天間地区は西海岸地区と並んで市活性化の重要拠点となる。円滑な跡地利用を進めるためには地権者の合意形成に基づく共同歩調が不可欠となる。
　これは西普天間地区に限らない。今後、返還が待たれる浦添市の牧港補給地区（キャンプ・キンザー）なども同様に、地権者の信頼関係に基づく用地交渉なくして、望ましい跡地利用は約束されない。
　沖縄の将来像を描くための重要事業だ。西普天間地区はそのモデルケースを目指してほしい。
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